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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、位相差フィルムを備える円偏
光板であって、高温環境下に置いた後でも反射色相の変
化が小さい円偏光板を提供することである。
【解決手段】偏光板、位相差フィルムと粘着剤層とを有
する円偏光板であって、前記偏光板は、厚みが１５μｍ
以下の偏光子を含み、前記位相差フィルムは正の複屈折
性を持つ位相差層を含み、前記粘着剤層は、（メタ）ア
クリル酸アルキルエステル８０～９６重量％、環（芳香
環又は脂肪族環）含有単量体３～１５重量％及び極性官
能基含有単量体０.１～５重量％の共重合体で、重量平
均分子量１００万～２００万、分子量分布３～７のアク
リル樹脂（Ａ）１００重量部に架橋剤（Ｂ）０.０１～
５重量部を含む粘着剤組成物から形成し、ゲル分率が６
０～９９重量％のものである円偏光板。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　偏光子の一方の面に保護フィルムを、他方の面に粘着剤層を介して位相差フィルムを有
する円偏光板であって、
　前記偏光子の厚みが１５μｍ以下であり、
　前記位相差フィルムは正の複屈折性を持つ位相差層を含み、
　前記粘着剤層は、
（Ａ）（Ａ－１）下式（Ｉ）
【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されていてもよい炭素数１～１４のアルキル基を表す）
で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル８０～９６重量％、
　（Ａ－２）分子内に１個のオレフィン性二重結合と、少なくとも１個の芳香環または脂
肪族環とを有する不飽和単量体３～１５重量％、及び
　（Ａ－３）極性官能基を有する不飽和単量体０.１～５重量％
を含む単量体混合物の共重合体であって、重量平均分子量Ｍw が１００万～２００万の範
囲にあり、重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎの比Ｍｗ／Ｍｎで表される分子量分布
が３～７の範囲にあるアクリル樹脂１００重量部に対し、
（Ｂ）架橋剤０.０１～５重量部
を含有する粘着剤組成物から形成されており、６０～９９重量％のゲル分率を有する円偏
光板。
【請求項２】
　前記（Ａ－２）は、下式（II）

【化２】

（式中、Ｒ3は水素原子またはメチル基を表し、ｎは１～８の整数であり、Ｒ4は水素原子
、アルキル基、アラルキル基またはアリール基を表す）
で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物である、請求項１に記載の円偏光板。
【請求項３】
　前記（Ａ－３）は、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基及びエポキシ環からなる群
より選ばれる１種以上の極性官能基を有する不飽和単量体である、請求項１または２に記
載の円偏光板。
【請求項４】
　前記（Ｂ）は、イソシアネート系化合物の架橋剤を含有する、請求項１～３のいずれか
に記載の円偏光板。
【請求項５】
　前記粘着剤組成物はさらに、前記アクリル樹脂１００重量部に対し、
（Ｃ）シラン系化合物０.０３～１重量部
を含有する、請求項１～４のいずれかに記載の円偏光板。
【請求項６】
　前記位相差層は、重合性液晶化合物が重合した層である請求項１～５のいずれかに記載
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【請求項７】
　請求項１～６のいずれかに記載の円偏光板が、表示素子に積層されている表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板および表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、有機エレクトロルミネッセンス（以下、有機ＥＬともいう。）表示装置に代表さ
れる画像表示装置が急速に普及している。有機ＥＬ表示装置には、偏光子および位相差フ
ィルム（λ／４板）を備える円偏光板が搭載される。円偏光板を配置することにより、外
光の反射を防止し、画面の視認性を向上させることができる。
【０００３】
　有機ＥＬ表示装置の台頭により、画像表示装置の薄型化への要望が強くなってきている
。これに伴って、円偏光板についても、より薄型化が求められている。円偏光板は通常、
偏光板（直線偏光子を含む偏光板）および位相差フィルムを含む。さらに、この位相差フ
ィルムは、従来の樹脂フィルムを成形したものから、薄型化が可能な点で、液晶化合物か
ら形成されたものへ、例えば、重合性液晶化合物を重合・硬化させることでフィルム化し
たものへと変更することが検討されている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１７－５４０９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、円偏光板を高温環境下におくと、当該円偏光板の色相が初期状態から青
または赤に変化する場合があった。重合性液晶化合物から形成された位相差フィルムを含
む円偏光板では特に、このような問題が発生する場合があり、例えば、円偏光板が矩形で
あるとき、当該円偏光板の４つの端辺付近の色相が、それぞれ青または赤に変化すること
が認められることがあった。
　本発明の目的は、このような問題を解決することであり、位相差フィルムを備える円偏
光板において、特定の構成の偏光板や特定の保護フィルムを用いることによって高温環境
下に置いた後でも、色相の面内変化が小さい円偏光板を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、下記の［１］に示す円偏光板を提供する。
［１］偏光子の一方の面に保護フィルムを、他方の面に粘着剤層を介して位相差フィルム
を有する円偏光板であって、
　前記偏光子の厚みが１５μｍ以下であり、
　前記位相差フィルムは正の複屈折性を持つ位相差層を含み、
　前記粘着剤層は、
（Ａ）（Ａ－１）下式（Ｉ）
【０００７】
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【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されていてもよい炭素数１～１４のアルキル基を表す）
で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル８０～９６重量％、
　（Ａ－２）分子内に１個のオレフィン性二重結合と、少なくとも１個の芳香環または脂
肪族環とを有する不飽和単量体３～１５重量％、及び
　（Ａ－３）極性官能基を有する不飽和単量体０.１～５重量％
を含む単量体混合物の共重合体であって、重量平均分子量Ｍw が１００万～２００万の範
囲にあり、重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎの比Ｍｗ／Ｍｎで表される分子量分布
が３～７の範囲にあるアクリル樹脂１００重量部に対し、
（Ｂ）架橋剤０.０１～５重量部
を含有する粘着剤組成物から形成されており、６０～９９重量％のゲル分率を有する円偏
光板。
【０００８】
　さらに、本発明の円偏光板は好ましい実施形態として、以下の［２］～［６］を提供す
る。
［２］前記（Ａ－２）は、下式（II）
【０００９】

【化２】

（式中、Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、ｎは１～８の整数であり、Ｒ4は水素原子、
アルキル基、アラルキル基又はアリール基を表す）
で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物の不飽和単量体である、［１］に記載の円
偏光板。
［３］前記（Ａ－３）は、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基及びエポキシ環からな
る群より選ばれる１種以上の極性官能基を有する不飽和単量体である、［１］又は［２］
に記載の円偏光板。
［４］前記（Ｂ）は、イソシアネート系化合物の架橋剤を含有する、［１］～［３］のい
ずれかに記載の円偏光板。
［５］前記粘着剤組成物はさらに、前記アクリル樹脂１００重量部に対し、
（Ｃ）シラン系化合物０.０３～１重量部
を含有する、［１］～［４］のいずれかに記載の円偏光板。
［６］前記位相差層は、重合性液晶化合物が重合した層である［１］～［４］のいずれか
に記載の円偏光板。
【００１０】
　さらに、本発明は、前記いずれかの円偏光板の用途として、下記［７］を提供する。
［７］前記［１］～［６］のいずれかに記載の円偏光板が、表示素子に積層されている表
示装置。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、高温環境下に置いた後でも、色相、特に反射色相の面内変化が小さい
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表示装置、当該表示装置の部材として好適な円偏光板を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】円偏光板の層構成を示す概略断面図の一例である。
【図２】有機ＥＬ表示装置の層構成を示す概略断面図の一例である。
【図３】評価用のサンプルの上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
＜用語および記号の定義＞
　本明細書における用語および記号の定義は下記の通りである。
（１）屈折率（ｎｘ、ｎｙ、ｎｚ）
　「ｎｘ」は面内の屈折率が最大となる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、
「ｎｙ」は面内で遅相軸方向と直交する方向、「ｎｚ」は厚み方向の屈折率である。
（２）面内の位相差値
　面内の位相差値（Ｒｅ［λ］）は、２３℃、波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの面内の
位相差値をいう。Ｒｅ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、Ｒｅ［λ］＝
（ｎｘ－ｎｙ）×ｄによって求められる。
（３）厚み方向の位相差値
　厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ［λ］）は、２３℃、波長λ（ｎｍ）におけるフィルムの
厚み方向の位相差値をいう。Ｒｔｈ［λ］は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、
Ｒｔｈ［λ］＝（（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ）×ｄによって求められる。
【００１４】
（４）負の複屈折性とは、樹脂フィルムの延伸方向と垂直な方向に遅相軸が発現すること
を意味する。
（５）正の複屈折性とは、樹脂（位相差）フィルムの延伸方向と平行な方向に遅相軸が発
現することを意味する。
（６）無配向フィルム
　本発明で用いる無配向フィルムとは、波長５９０ｎｍにおけるフィルムの面内の位相差
値Ｒｅ[５９０]が１０ｎｍ以下を満たすフィルムである。さらに厚み方向の位相差値Ｒｔ
ｈ[５９０]が１５ｎｍ以下を満たすと、耐熱試験時における色変化を顕著に抑制すること
ができるので好ましい。
【００１５】
＜円偏光板＞
　本発明の円偏光板は、偏光子の一方の面に保護フィルムを、他方の面に位相差フィルム
を有する偏光板および粘着剤層を有する円偏光板であって、前記偏光子の厚みが１５μｍ
以下であり、前記位相差フィルムは正の複屈折性を持つ位相差層を含むものであり、前記
粘着剤層が、特定の粘着剤組成物から形成されたものであることを特徴とする。偏光板と
、位相差フィルムとは、例えば接着層を介して積層することができる。この接着層として
は、例えば後述の粘着剤層や接着剤層が挙げられる。以下、図１を参照して、本発明の円
偏光板の層構成の一例を説明する。なお、図１において偏光子１０と保護フィルムとをそ
れぞれ貼合するための接着剤層は図示していない。また、位相差フィルムは、重合性液晶
化合物が重合（硬化）した層を含むもの（以下、このような位相差フィルムを「液晶硬化
膜」という）が、本発明の効果をより享受することができるので好ましい。
【００１６】
　図１（ａ）に示す円偏光板１００は、偏光子１０の一方の面に保護フィルム１１が積層
され、他方の面に位相差フィルム２０が、粘着剤層１３を介して積層された構成を有する
。図示はしないが、偏光子１０と、保護フィルム１１との間には、接着層が設けられてい
ることもある。本発明の円偏光板において、位相差フィルム２０は、例えば、図１（ｂ）
に示すように、液晶硬化膜２１と液晶硬化膜２２とが、接着層１５を介して積層された層
構成の位相差フィルム２０を有するものでもよい（円偏光板１０１）。液晶硬化膜２１及



(6) JP 2019-200413 A 2019.11.21

10

20

30

40

50

び液晶硬化膜２２のうちのどちらかを例えば、ポリカーボネート樹脂フィルムを延伸して
なる位相差フィルムに置き換えてもよい。さらに、円偏光板１００は位相差フィルム２に
おける偏光板１とは反対面に粘着剤層１４を有し、円偏光板１０１は、位相差フィルム２
０における偏光板１とは反対側の面に粘着剤層１４を有している。この粘着剤層１４は、
有機ＥＬ表示素子などの表示パネルへ貼合するためのものである。
【００１７】
　図１（ａ）、（ｂ）に示すように、本発明の円偏光板において、位相差フィルムは、位
相差層を１層有していてもよいし、２層有していてもよい。円偏光板が極端に厚くならな
い範囲で、位相差フィルムは３層以上の位相差層を有していてもよい。また、位相差フィ
ルム２０を構成する液晶硬化膜がある場合、当該液晶硬化膜は、その製造段階で重合性液
晶化合物を配向させるための配向膜を有していてもよい。
【００１８】
　本発明の円偏光板は、図１や図２に図示した層以外の層を有することができる。円偏光
板がさらに有していてもよい層としては、前面板、遮光パターンなどが挙げられる。前面
板は、偏光板における位相差フィルムが積層された側とは反対側に配置されることがある
。
【００１９】
　遮光パターンは、前面板における偏光板側の面上に形成することができる。遮光パター
ンは、画像表示装置の額縁（非表示領域）に形成され、画像表示装置の配線が使用者に視
認されないようにすることができる。
【００２０】
　円偏光板の主面の形状は、実質的に矩形であることができる。ここで、主面とは表示面
に対応する最も広い面積を有する面を意味する。実質的に矩形であるとは、４つの隅（角
部）のうち少なくとも１つの角部が鈍角となるように切除された形状や丸みを設けた形状
であったり、主面に垂直な端面の一部が面内方向に窪んだ凹み部（切り欠け）を有したり
、主面内の一部が、円形、楕円形、多角形およびそれらの組合せなどの形状にくり抜かれ
た穴あき部を有したりしてもよいことをいう。
【００２１】
　円偏光板の大きさは特に限定されない。この大きさは、円偏光板を貼り合わせて用いる
表示装置の表示面の種類や大きさに応じて選ばれる。円偏光板が実質的に矩形である場合
、長辺の長さは６ｃｍ以上３５ｃｍ以下であることが好ましく、１０ｃｍ以上３０ｃｍ以
下であることがより好ましく、短辺の長さは５ｃｍ以上３０ｃｍ以下であることが好まし
く、６ｃｍ以上２５ｃｍ以下であることがより好ましい。
【００２２】
＜偏光板＞
　本発明の円偏光板において偏光板とは、偏光子と、当該偏光子の片面に貼合された保護
フィルムとからなる積層体のことをいう。図１（ａ）、（ｂ）に示す円偏光板１００、円
偏光板１０１は、偏光子１０の片面に保護フィルム１１を備えたものである。偏光板が備
える保護フィルムは、後述のハードコート層、防眩層、光拡散層、反射防止層、低屈折率
層、帯電防止層、防汚層などの表面処理層（コーティング層）を有していてもよい。偏光
子と保護フィルムとは、例えば接着剤層や粘着剤層を介して積層することができる。偏光
板が備える部材について、以下に説明する。
【００２３】
（１）偏光子
　偏光板が備える偏光子は、その吸収軸に平行な振動面をもつ直線偏光を吸収し、吸収軸
に直交する（透過軸と平行な）振動面をもつ直線偏光を透過する性質を有する吸収型の偏
光子であることができる。偏光子としては、一軸延伸されたポリビニルアルコール系樹脂
フィルムに二色性色素を吸着配向させた偏光子を好適に用いることができる。このような
偏光子は、例えば、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延伸する（延伸処理）工
程；ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより二色性色素
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を吸着させる（染色処理）工程；二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フ
ィルムをホウ酸水溶液などの架橋剤液で処理する（架橋処理）工程；及び、架橋処理後に
水洗する工程を含む方法などによって製造できる。
【００２４】
　ポリビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂をケン化したものを用い
ることができる。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢
酸ビニルの他、酢酸ビニルと共重合可能な他の単量体との共重合体などが挙げられる。酢
酸ビニルに共重合可能な他の単量体の具体例は、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビ
ニルエーテル類、不飽和スルホン酸類、およびアンモニウム基を有する（メタ）アクリル
アミド類等を含む。
【００２５】
　本明細書において「（メタ）アクリル」とは、アクリル及びメタクリルから選択される
少なくとも一方を意味する。「（メタ）アクリロイル」、「（メタ）アクリレート」など
においても同様である。
【００２６】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は通常、８５～１００ｍｏｌ％であり、９８ｍ
ｏｌ％以上が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、
アルデヒド類で変性されたポリビニルホルマールまたはポリビニルアセタールなどを用い
ることもできる。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は通常、１０００～１０００
０であり、１５００～５０００が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は
、ＪＩＳ　Ｋ　６７２６に準拠して求めることができる。
【００２７】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したもの（ポリビニルアルコール系樹脂
フィルム）が、偏光子（偏光子）の原料（原反フィルム）として用いられる。ポリビニル
アルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定されるものではなく、公知の方法が採用さ
れる。ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの厚みは特に制限されないが、偏光子の厚み
を１５μｍ以下とするためには、一軸延伸前のポリビニルアルコール系樹脂フィルムの厚
みは、５～３５μｍであると好ましく、より好ましくは２０μｍ以下である。前記背景技
術で述べたとおり、円偏光板はより薄型化が望まれているので、当該円偏光板に含まれる
偏光板、偏光子も薄膜化することが好ましい。
【００２８】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色処理前、染色処
理と同時、または染色処理の後に行うことができる。一軸延伸を染色処理の後で行う場合
、この一軸延伸は、架橋処理の前または架橋処理中に行ってもよい。また、これらの複数
の段階で一軸延伸を行ってもよい。
【００２９】
　一軸延伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸してもよいし、熱ロールを
用いて一軸に延伸してもよい。また一軸延伸は、大気中で延伸を行う乾式延伸であっても
よいし、溶剤や水を用いてポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸
を行う湿式延伸であってもよい。延伸倍率は通常、３～８倍である。
【００３０】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法（染色処理）として
は、例えば、該フィルムを二色性色素が含有された水溶液に浸漬する方法が採用される。
二色性色素としては、ヨウ素や二色性有機染料が用いられる。なお、ポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムは、染色処理の前に水への浸漬処理を施しておくことが好ましい。
【００３１】
　二色性色素による染色処理後の架橋処理としては通常、染色されたポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムをホウ酸含有水溶液に浸漬する方法が採用される。二色性色素としてヨ
ウ素を用いる場合、このホウ酸含有水溶液は、ヨウ化カリウムを含有することが好ましい
。
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【００３２】
　本発明の円偏光板において、偏光子の厚みは１５μｍ以下であり、より好ましくは１３
μｍ以下であり、さらに好ましくは１０μｍ以下であり、より一層好ましくは８μｍ以下
である。偏光子の厚みは、通常２μｍ以上であり、３μｍ以上であることが好ましい。本
発明者らの検討により、円偏光板の色相の変化は、位相差フィルムの位相差値の変化が原
因であることが明らかになった。さらに、位相差フィルムの位相差値の変化は、高温環境
下におかれた円偏光板において、偏光板が寸法収縮する際の応力が原因であることが明ら
かとなった。そのため、偏光子の収縮による影響を小さくする観点から、偏光子の厚みを
１５μｍ以下とすることは、色相、特に反射色相の変化の防止に有効である。
【００３３】
　偏光子としては、例えば特開２０１６－１７０３６８号公報に記載されるように、液晶
化合物が重合した硬化膜中に、二色性色素が配向したものを使用してもよい。二色性色素
としては、波長３８０～８００ｎｍの範囲内に吸収を有するものを用いることができ、有
機染料を用いることが好ましい。二色性色素として、例えば、アゾ化合物が挙げられる。
液晶化合物は、配向したまま重合することができる液晶化合物であり、分子内に重合性基
を有することができる。また、ＷＯ２０１１／０２４８９１に記載されるように、液晶性
を有する二色性色素から偏光子を形成してもよい。なお、位相差フィルムである液晶硬化
膜でも同様であるが、重合性液晶化合物が重合して硬化するとは、重合性液晶化合物が３
次元的に重合して、溶剤などに溶解しない、または溶解しにくい固体状のものとなること
をいう。
【００３４】
　偏光子の収縮力は、好ましくは２．０Ｎ／２ｍｍ以下であり、より好ましくは１．８Ｎ
／２ｍｍ以下であり、さらに好ましくは１．５Ｎ／２ｍｍ以下である。なお、偏光子の収
縮力の測定方法は、後述する実施例に記載の方法による。
【００３５】
（２）保護フィルム
　本発明の円偏光板は、偏光板を有し、この偏光板は偏光子の方の面に保護フィルムを有
するものである。
【００３６】
　偏光板が有する保護フィルム（偏光子に貼合される保護フィルム）は、透光性を有する
（好ましくは光学的に透明な）熱可塑性樹脂、例えば、鎖状ポリオレフィン系樹脂、環状
ポリオレフィン系樹脂のようなポリオレフィン系樹脂；トリアセチルセルロース、ジアセ
チルセルロースのようなセルロース系樹脂；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレン
テレフタレートのようなポリエステル系樹脂；ポリカーボネート系樹脂；メタクリル酸メ
チル系樹脂のような（メタ）アクリル系樹脂；ポリスチレン系樹脂；ポリ塩化ビニル系樹
脂；アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン系樹脂；アクリロニトリル・スチレン系樹
脂；ポリ酢酸ビニル系樹脂；ポリ塩化ビニリデン系樹脂；ポリアミド系樹脂；ポリアセタ
ール系樹脂；変性ポリフェニレンエーテル系樹脂；ポリスルホン系樹脂；ポリエーテルス
ルホン系樹脂；ポリアリレート系樹脂；ポリアミドイミド系樹脂；ポリイミド系樹脂；マ
レイミド系樹脂などからなるフィルムであることができる。
【００３７】
　鎖状ポリオレフィン系樹脂としては、ポリエチレン樹脂（エチレンの単独重合体である
ポリエチレン樹脂や、エチレン由来の重合単位を主体とする共重合体）、ポリプロピレン
樹脂（プロピレンの単独重合体であるポリプロピレン樹脂や、プロピレン由来の重合単位
を主体とする共重合体）のような鎖状オレフィンの単独重合体の他、２種以上の鎖状オレ
フィンからなる共重合体を挙げることができる。
【００３８】
　環状ポリオレフィン系樹脂は、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の総称
であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特開平
３－１２２１３７号公報などに記載されている樹脂が挙げられる。環状ポリオレフィン系
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合体、環状オレフィンとエチレン、プロピレンのような鎖状オレフィンとの共重合体（代
表的にはランダム共重合体）、およびこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体で変性した
グラフト重合体、並びにそれらの水素化物である。中でも、環状オレフィンとしてノルボ
ルネンや多環ノルボルネン系モノマーのようなノルボルネン系モノマーを用いたノルボル
ネン系樹脂が好ましく用いられる。
【００３９】
　ポリエステル系樹脂は、主鎖にエステル結合を有する樹脂であり、多価カルボン酸また
はその誘導体と多価アルコールとの重縮合体が一般的である。多価カルボン酸またはその
誘導体としては２価のジカルボン酸またはその誘導体を用いることができ、例えばテレフ
タル酸、イソフタル酸、ジメチルテレフタレート、ナフタレンジカルボン酸ジメチルなど
が挙げられる。多価アルコールとしては２価のジオールを用いることができ、例えばエチ
レングリコール、プロパンジオール、ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、シクロ
ヘキサンジメタノールなどが挙げられる。ポリエステル系樹脂の代表例として、テレフタ
ル酸とエチレングリコールの重縮合体であるポリエチレンテレフタレートが挙げられる。
【００４０】
　（メタ）アクリル系樹脂は、（メタ）アクリロイル基を有する化合物を主な構成モノマ
ーとする樹脂である。（メタ）アクリル系樹脂の具体例は、例えば、ポリメタクリル酸メ
チルのようなポリ（メタ）アクリル酸エステル；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル
酸共重合体；メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体；メタクリル酸
メチル－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体；（メタ）アクリル酸メチル
－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂等）；メタクリル酸メチルと脂環族炭化水素基を有する化
合物との共重合体（例えば、メタクリル酸メチル－メタクリル酸シクロヘキシル共重合体
、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸ノルボルニル共重合体等）を含む。好ましく
は、ポリ（メタ）アクリル酸メチルのようなポリ（メタ）アクリル酸Ｃ1-6アルキルエス
テルを主成分とする重合体が用いられ、より好ましくは、メタクリル酸メチルを主成分（
５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％）とするメタクリル酸メチル系樹脂
が用いられる。
【００４１】
　前記（メタ）アクリル系樹脂として、ラクトン環構造またはグルタルイミド構造を有す
る（メタ）アクリル系樹脂であってもよい。ラクトン環構造またはグルタルイミド構造を
有する（メタ）アクリル系樹脂は耐熱性に優れる。より好ましくは、グルタルイミド構造
を有する（メタ）アクリル系樹脂である。グルタルイミド構造を有する（メタ）アクリル
系樹脂を用いれば、上記のように、低透湿、かつ、位相差および紫外線透過率の小さい（
メタ）アクリル系樹脂フィルムを得ることができる。グルタルイミド構造を有する（メタ
）アクリル系樹脂（以下、グルタルイミド樹脂とも称する）は、例えば、特開２００６－
３０９０３３号公報、特開２００６－３１７５６０号公報、特開２００６－３２８３２９
号公報、特開２００６－３２８３３４号公報、特開２００６－３３７４９１号公報、特開
２００６－３３７４９２号公報、特開２００６－３３７４９３号公報、特開２００６－３
３７５６９号公報、特開２００７－００９１８２号公報、特開２００９－１６１７４４号
公報に記載されている。これらの記載は、本明細書に参考として援用される。
【００４２】
　好ましくは、前記グルタルイミド樹脂は、下記一般式（１）で表される重合単位（以下
、グルタルイミド単位とも称する）と、下記一般式（２）で表される重合単位（以下、（
メタ）アクリル酸エステル単位とも称する）とを含む。
【００４３】
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【化３】

【００４４】
　式（１）において、Ｒ１０およびＲ２０は、それぞれ独立して、水素原子または炭素数
１～８のアルキル基であり、Ｒ３０は、水素原子、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数
３～１２のシクロアルキル基、または炭素数５～１５の芳香環を含む基である。式（２）
において、Ｒ４０およびＲ５０は、それぞれ独立して、水素原子または炭素数１～８のア
ルキル基であり、Ｒ６０は、水素原子、炭素数１～１８のアルキル基、炭素数３～１２の
シクロアルキル基、または炭素数５～１５の芳香環を含む基である。
【００４５】
　グルタルイミド樹脂は、必要に応じて、下記一般式（３）で表される重合単位（以下、
芳香族ビニル単位とも称する）をさらに含んでいてもよい。
【００４６】
【化４】

【００４７】
　式（３）において、Ｒ７は、水素原子または炭素数１～８のアルキル基であり、Ｒ８は
、炭素数６～１０のアリール基である。
【００４８】
　前記一般式（１）において、好ましくは、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立して、水素
原子またはメチル基であり、Ｒ３は水素原子、メチル基、ブチル基、またはシクロヘキシ
ル基である。前記一般式（１）において、さらに好ましくは、Ｒ１はメチル基であり、Ｒ
２は水素原子であり、Ｒ３はメチル基である。
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【００４９】
　前記グルタルイミド樹脂は、グルタルイミド単位として、単一の種類のみを含んでいて
もよいし、上記一般式（１）におけるＲ１、Ｒ２、およびＲ３が異なる複数の種類を含ん
でいてもよい。
【００５０】
　前記グルタルイミド単位は、前記一般式（２）で表される（メタ）アクリル酸エステル
単位をイミド化することにより、形成することができる。また、グルタルイミド単位は、
無水マレイン酸等の酸無水物、または、このような酸無水物と炭素数１～２０の直鎖また
は分岐のアルコールとのハーフエステル；アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、無水
マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、クロトン酸、フマル酸、シトラコン酸等のα
，β－エチレン性不飽和カルボン酸などをイミド化することによっても、形成することが
できる。
【００５１】
　前記一般式（２）において、好ましくは、Ｒ４およびＲ５は、それぞれ独立して、水素
原子またはメチル基であり、Ｒ６は水素原子またはメチル基であり、さらに好ましくは、
Ｒ４は水素原子であり、Ｒ５はメチル基であり、Ｒ６はメチル基である。
【００５２】
　前記グルタルイミド樹脂は、（メタ）アクリル酸エステル単位として、単一の種類のみ
を含んでいてもよいし、上記一般式（２）におけるＲ４、Ｒ５、およびＲ６が異なる複数
の種類を含んでいてもよい。
【００５３】
　前記グルタルイミド樹脂は、上記一般式（３）で表される芳香族ビニル単位として、好
ましくはスチレン、α－メチルスチレンなどから誘導される重合単位を含み、さらに好ま
しくはスチレンから誘導される重合単位を含むこともある。このような芳香族ビニル単位
を有することにより、グルタルイミド構造の正の複屈折性を低減し、より低位相差値の（
メタ）アクリル系樹脂フィルムを得ることができる。
【００５４】
　前記グルタルイミド樹脂は、芳香族ビニル単位として、単一の種類のみを含んでいても
よいし、Ｒ７およびＲ８が異なる複数の種類を含んでいてもよい。
【００５５】
　前記グルタルイミド樹脂における前記グルタルイミド単位の含有量は、例えばＲ３の構
造などに依存して変化させることが好ましい。グルタルイミド単位の含有量は、当該グル
タルイミド樹脂の重量を基準として、好ましくは１重量％～８０重量％であり、より好ま
しくは１重量％～７０重量％であり、さらに好ましくは１重量％～６０重量％であり、特
に好ましくは１重量％～５０重量％である。グルタルイミド単位の含有量がこのような範
囲であれば、耐熱性に優れた低位相差の（メタ）アクリル系樹脂フィルムが得られる。
【００５６】
　前記グルタルイミド樹脂における前記芳香族ビニル単位の含有量は、目的や所望の特性
に応じて適切に設定され得る。用途によっては、芳香族ビニル単位の含有量は０であって
もよい。芳香族ビニル単位が含まれる場合、その含有量は、グルタルイミド樹脂のグルタ
ルイミド単位の総重量を基準として、好ましくは１０重量％～８０重量％であり、より好
ましくは２０重量％～８０重量％であり、さらに好ましくは２０重量％～６０重量％であ
り、特に好ましくは２０重量％～５０重量％である。芳香族ビニル単位の含有量がこのよ
うな範囲であれば、低位相差、かつ、耐熱性および機械的強度に優れた（メタ）アクリル
系樹脂フィルムが得られる。
【００５７】
　前記グルタルイミド樹脂には、必要に応じて、グルタルイミド単位、（メタ）アクリル
酸エステル単位、および芳香族ビニル単位以外のその他の構造単位がさらに共重合されて
いてもよい。その他の構造単位としては、例えば、アクリロニトリルやメタクリロニトリ
ル等のニトリル系単量体、マレイミド、Ｎ－メチルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド
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、Ｎ－シクロヘキシルマレイミドなどのマレイミド系単量体から構成される構造単位が挙
げられる。これらのその他の構造単位は、上記グルタルイミド樹脂中に、直接共重合して
いてもよいし、グラフト共重合していてもよい。
【００５８】
　セルロースエステル系樹脂は、セルロースと脂肪酸とのエステルである。セルロースエ
ステル系樹脂の具体例は、セルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セルロ
ーストリプロピオネート、セルロースジプロピオネートを含む。また、これらのセルロー
スエステル系樹脂を構成する重合単位を複数種有する共重合物や、水酸基の一部が他の置
換基で修飾されたものも挙げられる。これらの中でも、セルローストリアセテート（トリ
アセチルセルロース）が特に好ましい。
【００５９】
　ポリカーボネート系樹脂は、カルボナート基を介してモノマー単位が結合された重合体
からなるエンジニアリングプラスチックである。
【００６０】
　前記保護フィルムは、目的に応じて任意の適切な添加剤を含有し得る。添加剤としては
、例えば、ヒンダードフェノール系、リン系、イオウ系などの酸化防止剤、耐光安定剤、
紫外線吸収剤、耐候安定剤、熱安定剤などの安定剤；ガラス繊維、炭素繊維などの補強材
；近赤外線吸収剤；トリス（ジブロモプロピル）ホスフェート、トリアリルホスフェート
、酸化アンチモンなどの難燃剤；アニオン系、カチオン系、ノニオン系の界面活性剤など
の帯電防止剤；無機顔料、有機顔料、染料などの着色剤；有機フィラーや無機フィラー；
樹脂改質剤；可塑剤；滑剤；位相差低減剤などが挙げられる。含有される添加剤の種類、
組み合わせ、含有量などは、目的や所望の特性に応じて適切に設定され得る。
【００６１】
　保護フィルムの製造方法は特に限定されるものではない。ここでは、（メタ）アクリル
系樹脂フィルムを例にとって、保護フィルムの製造について簡単に説明する。例えば、（
メタ）アクリル系樹脂と、紫外線吸収剤と、必要に応じてその他の重合体や添加剤等とを
、任意の適切な混合方法で充分に混合し、予め熱可塑性樹脂組成物としてから、これをフ
ィルム成形することができる。あるいは、（メタ）アクリル系樹脂と、紫外線吸収剤と、
必要に応じてその他の重合体や添加剤等とを、それぞれ別々の溶液にしてから混合して均
一な混合液とした後、フィルム成形してもよい。
【００６２】
　前記熱可塑性樹脂組成物を製造するには、オムニミキサーなどの任意の適切な混合機で
上記のフィルム原料をプレブレンドした後、得られた混合物を押出混練する。この場合、
押出混練に用いられる混合機は、特に限定されるものではなく、例えば、単軸押出機、二
軸押出機といった押出機や加圧ニーダーなど、任意の適切な混合機を用いることができる
。
【００６３】
　前記フィルム成形の方法としては、例えば、溶液キャスト法（溶液流延法）、溶融押出
法、カレンダー法、圧縮成形法など、任意の適切なフィルム成形法が挙げられる。これら
の中では、溶融押出法が好ましい。溶融押出法は溶剤を使用しないので、製造コストや溶
剤による地球環境や作業環境への負荷を低減することができる。
【００６４】
　前記溶融押出法としては、例えば、Ｔダイ法、インフレーション法などが挙げられる。
成形温度は、好ましくは１５０～３５０℃、より好ましくは２００～３００℃であり、か
かる成形温度は、フィルム成形に用いる樹脂（熱可塑性樹脂）の種類や合わせて用いる添
加剤の種類などに応じて適切な範囲を選択できる。
【００６５】
　前記Ｔダイ法でフィルム成形する場合は、公知の単軸押出機や二軸押出機の先端部にＴ
ダイを取り付け、フィルム状に押出されたフィルムを巻取って、ロール状のフィルムを得
ることができる。この際、巻取りロールの温度を適宜調整して、押出方向に延伸を加える
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ことで、１軸延伸することも可能である。また、押出方向と垂直な方向にフィルムを延伸
することにより、同時２軸延伸、逐次２軸延伸などを行うこともできる。
【００６６】
　前記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、未延伸フィルムまたは延伸フィルムのいずれ
でもよい。延伸フィルムである場合は、１軸延伸フィルムまたは２軸延伸フィルムのいず
れでもよい。２軸延伸フィルムである場合は、同時２軸延伸フィルムまたは逐次２軸延伸
フィルムのいずれでもよい。
【００６７】
　以下、前記（メタ）アクリル系樹脂フィルムを延伸する場合について説明する。前記延
伸温度は、フィルム原料である熱可塑性樹脂組成物のガラス転移温度近傍であることが好
ましく、具体的には、好ましくは（ガラス転移温度－３０℃）～（ガラス転移温度＋３０
℃）、より好ましくは（ガラス転移温度－２０℃）～（ガラス転移温度＋２０℃）の範囲
内である。延伸温度が（ガラス転移温度－３０℃）未満であると、得られるフィルムのヘ
イズが大きくなり、あるいは、フィルムが裂けたり、割れたりして所定の延伸倍率が得ら
れないおそれがある。逆に、延伸温度が（ガラス転移温度＋３０℃）を超えると、得られ
るフィルムの厚みムラが大きくなったり、伸び率、引裂伝播強度、および耐揉疲労等の力
学的性質が十分に改善できなかったりする傾向がある。さらに、フィルムがロールに粘着
するといったトラブルが発生しやすくなる傾向がある。
【００６８】
　前記延伸倍率は、好ましくは１．１～３倍、より好ましくは１．３～２．５倍である。
延伸倍率がこのような範囲であれば、フィルムの伸び率、引裂伝播強度、および耐揉疲労
等の力学的性質を大幅に改善することができる。結果として、厚みムラが小さく、複屈折
が実質的にゼロであり（したがって、位相差値が小さく）、さらに、ヘイズが小さいフィ
ルムを製造することができる。
【００６９】
　前記（メタ）アクリル系樹脂フィルムは、その光学的等方性や機械的特性を安定化させ
るために、延伸処理後に熱処理（アニーリング）などを行うことができる。熱処理の条件
は、任意の適切な条件を採用し得る。
【００７０】
　保護フィルムの位相差値を、有機ＥＬ表示装置や液晶表示装置などの画像表示装置に好
適な値に制御することも有用である。例えば、インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）モー
ドの液晶表示装置においては、保護フィルムとして実質的に位相差値がゼロのフィルムを
用いることが好ましい。実質的に位相差値がゼロとは、波長５５０ｎｍにおける面内の位
相差値Ｒｅ（５５０）が１０ｎｍ以下であり、波長５５０ｎｍにおける厚み方向の位相差
値Ｒｔｈの絶対値が１０ｎｍ以下であることをいう。波長４８０～７５０ｎｍにおける厚
み方向の位相差値Ｒｔｈの絶対値は１５ｎｍ以下であることが好ましい。また、使用者が
偏光サングラス等を着用した場合の画面の視認性を向上させるために、波長５５０ｎｍに
おける面内の位相差値Ｒｅ（５５０）を７０～１４０ｎｍとしてもよい。
【００７１】
　例えば液晶表示装置のモードによっては、保護フィルムに延伸および／または収縮加工
などを行い、好適な位相差を付与してもよい。例えば、視野角補償を目的として、保護フ
ィルムとして単層または多層構造のものを用いることもできる。
【００７２】
　保護フィルムの厚みは通常、１～１００μｍであるが、強度や取扱性などの観点から５
～６０μｍであることが好ましく、１０～５５μｍであることがより好ましく、１５～４
０μｍであることがさらに好ましい。
【００７３】
　上述のように、保護フィルムは、その外面（偏光子とは反対側の面）に、表面処理層（
コーティング層）を備えるものであってもよい。なお、保護フィルムの厚みは、かかる表
面処理層の厚みを含んだものである。
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【００７４】
　保護フィルムは、上記のように図１などに図示はしないが、例えば接着剤層または粘着
剤層を介して偏光子に貼合することができる。接着剤層を形成する接着剤としては、水系
接着剤、活性エネルギー線硬化性接着剤または熱硬化性接着剤を用いることができ、好ま
しくは水系接着剤、活性エネルギー線硬化性接着剤である。粘着剤層としては後述のもの
が使用できる。
【００７５】
　水系接着剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂水溶液からなる接着剤、水系二液型
ウレタン系エマルジョン接着剤などが挙げられる。中でもポリビニルアルコール系樹脂水
溶液からなる水系接着剤が好適である。この接着剤に用いられるポリビニルアルコール系
樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルをケン化処理して得られる
ビニルアルコールホモポリマーのほか、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との
共重合体をケン化処理して得られるポリビニルアルコール系共重合体、またはそれらの水
酸基を部分的に変性した変性ポリビニルアルコール系重合体などである。ポリビニルアル
コール系水系接着剤は、アルデヒド化合物（グリオキザール等）、エポキシ化合物、メラ
ミン系化合物、メチロール化合物、イソシアネート化合物、アミン化合物、多価金属塩な
どの架橋剤を含むことができる。
【００７６】
　水系接着剤を使用する場合は、偏光子と保護フィルムとを貼合した後、水系接着剤中に
含まれる水を除去するための乾燥工程を実施することが好ましい。乾燥工程後、例えば２
０～４５℃の温度で養生する養生工程を設けてもよい。
【００７７】
　前記活性エネルギー線硬化性接着剤とは、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線のような活性
エネルギー線の照射によって硬化する硬化性化合物を含有する接着剤であり、好ましくは
紫外線硬化性接着剤である。
【００７８】
　前記硬化性化合物は、カチオン重合性の硬化性化合物やラジカル重合性の硬化性化合物
であることができる。カチオン重合性の硬化性化合物としては、例えば、エポキシ系化合
物（分子内に１個または２個以上のエポキシ基を有する化合物）や、オキセタン系化合物
（分子内に１個または２個以上のオキセタン環を有する化合物）、またはこれらの組み合
わせを挙げることができる。ラジカル重合性の硬化性化合物としては、例えば、（メタ）
アクリル系化合物（分子内に１個または２個以上の（メタ）アクリロイルオキシ基を有す
る化合物）や、ラジカル重合性の二重結合を有するその他のビニル系化合物、又はこれら
の組み合わせを挙げることができる。カチオン重合性の硬化性化合物とラジカル重合性の
硬化性化合物とを併用してもよい。活性エネルギー線硬化性接着剤は通常、上記硬化性化
合物の硬化反応を開始させるためのカチオン重合開始剤および／またはラジカル重合開始
剤をさらに含む。
【００７９】
　偏光子と保護フィルムとを貼合するにあたっては、接着性を高めるために、これらのう
ちの少なくともいずれか一方の貼合面に表面活性化処理を施すこともできる。表面活性化
処理としては、コロナ処理、プラズマ処理、放電処理（グロー放電処理など）、火炎処理
、オゾン処理、ＵＶオゾン処理、電離活性線処理（紫外線処理、電子線処理など）のよう
な乾式処理；水やアセトンなどの溶媒を用いた超音波処理、ケン化処理、アンカーコート
処理のような湿式処理を挙げることができる。これらの表面活性化処理は、単独で行って
もよいし、２つ以上を組み合わせてもよい。
【００８０】
＜位相差フィルム＞
　本発明の円偏光板は、位相差フィルムを有し、当該位相差フィルムは、正の複屈折を有
する位相差層を有する。この位相差層は上記のとおり、液晶硬化膜から構成される層を有
することが好ましい。本明細書において、位相差層である液晶硬化膜は、λ／２の位相差
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を与える層、λ／４の位相差を与える層（ポジティブＡ層）およびポジティブＣ層などで
ある。さらに、上記のとおり、位相差フィルムは配向膜を含んでいてもよい。この配向膜
については後述する。
【００８１】
　続いて、液晶硬化膜について説明する。液晶硬化膜は重合性液晶化合物が硬化した層を
有するものであり、例えば、基材に予め配向膜を設け、この配向膜上に形成される。前記
基材は、配向膜を支持する機能を有し、長尺に形成されている基材であってもよい。この
基材は、離型性支持体として機能し、転写用の位相差層を支持することができる。さらに
、その表面が剥離可能な程度の接着力を有するものが好ましい。前記基材としては、前記
保護フィルムの材料として例示をした樹脂フィルムが挙げられる。
【００８２】
　基材の厚みとしては、特に限定されないが、例えば２０μｍ以上２００μｍ以下の範囲
とすることが好ましい。基材の厚さが２０μｍ以上であると、強度が付与される。一方で
、厚さが２００μｍ以下であると、基材を裁断加工して枚葉の基材とするにあたり、加工
屑の増加、裁断刃の磨耗を抑制できる。
【００８３】
　なお、基材は、種々のブロッキング防止処理が施されていてもよい。ブロッキング防止
処理としては、例えば、易接着処理、フィラーなどを練り込ませる処理、エンボス加工（
ナーリング処理）などが挙げられる。このようなブロッキング防止処理を基材に対して施
すことによって、基材を巻き取る際の基材同士の張り付き、いわゆるブロッキングを効果
的に防止することがでる。このような基材のブロッキング防止処理により、生産性高く液
晶硬化膜を製造することが可能となる。
【００８４】
　液晶硬化膜が、重合性液晶化合物が硬化した層を有する場合、当該層は配向膜を介して
基材上に形成される。すなわち、基材上に配向膜が積層され、重合性液晶化合物が硬化し
た層は前記配向膜上に積層される。
【００８５】
　なお、配向膜は、重合性液晶化合物の分子軸を特定の方向に配向させるためのものであ
り、垂直配向膜に限らず、重合性液晶化合物の分子軸を水平配向させる配向膜であっても
よく、重合性液晶化合物の分子軸を傾斜配向させる配向膜であってもよい。配向膜として
は、後述する重合性液晶化合物を含む組成物の塗工などにより溶解しない溶媒耐性を有し
、また、溶媒の除去や液晶化合物の配向のための加熱処理における耐熱性を有するものが
好ましい。配向膜としては、配向性ポリマーを含む配向膜、光配向膜及び表面に凹凸パタ
ーンや複数の溝を形成し配向させるグルブ配向膜が挙げられる。配向膜の厚さは、通常１
０ｎｍ～１００００ｎｍの範囲であり、好ましくは１０ｎｍ～１０００ｎｍの範囲であり
、より好ましくは５００ｎｍ以下であり、さらに好ましくは１０ｎｍ～２００ｎｍの範囲
である。位相差フィルムが配向膜を有する場合、配向膜の厚みを大きくすると、突刺し弾
性率を大きくしやすい。配向膜の厚さを上記範囲とすることで、重合性液晶化合物に適度
な剛性と靱性が付与され、高い膜強度を付与できる。
【００８６】
　配向膜に用いる樹脂としては、公知の配向膜の材料として用いられる樹脂であれば特に
限定されるものではなく、従来公知の単官能又は多官能の（メタ）アクリレート系モノマ
ーを重合開始剤下で硬化させた硬化物などを用いることができる。具体的に、（メタ）ア
クリレート系モノマーとしては、例えば、２－エチルヘキシルアクリレート、シクロヘキ
シルアクリレート、ジエチレングリコールモノ２－エチルヘキシルエーテルアクリレート
、ジエチレングリコールモノフェニルエーテルアクリレート、テトラエチレングリコール
モノフェニルエーテルアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ラウリ
ルアクリレート、ラウリルメタクリレート、イソボルニルアクリレート、イソボルニルメ
タクリレート、２－フェノキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレー
ト、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、ベンジルアクリレート、テトラヒドロフルフ
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リルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、
シクロヘキシルメタクリレート、メタクリル酸、ウレタンアクリレートなどを例示するこ
とができる。なお、樹脂としては、これらの１種類であってもよいし、２種類以上の混合
物であってもよい。
【００８７】
　本実施形態で使用される重合性液晶化合物の種類については、特に限定されないものの
、その形状から、棒状タイプ（棒状液晶化合物）と、円盤状タイプ（円盤状液晶化合物、
ディスコティック液晶化合物）とに分類できる。さらに、それぞれ低分子タイプと高分子
タイプとがある。なお、高分子とは、一般に重合度が１００以上のものを言う（高分子物
理・相転移ダイナミクス、土井 正男著、２頁、岩波書店、１９９２）。
【００８８】
　本発明の円偏光板における位相差フィルムが有する位相差層形成には、いずれの重合性
液晶化合物を用いることもできる。さらに、２種以上の棒状液晶化合物や、２種以上の円
盤状液晶化合物、または棒状液晶化合物と円盤状液晶化合物との混合物を用いてもよい。
【００８９】
　なお、棒状液晶化合物としては、例えば、特表平１１－５１３０１９号公報の請求項１
、または、特開２００５－２８９９８０号公報の段落［００２６］～［００９８］に記載
のものを好適に用いることができる。円盤状液晶化合物としては、例えば、特開２００７
－１０８７３２号公報の段落［００２０］～［００６７］、または、特開２０１０－２４
４０３８号公報の段落［００１３］～［０１０８］に記載のものを好適に用いることがで
きる。
【００９０】
　重合性液晶化合物として、２種類以上を併用してもよい。その場合、２種以上の重合性
液晶化合物の少なくとも１種類が分子内に２以上の重合性基を有している。液晶硬化膜は
上記のとおり、３次元架橋により前記重合性液晶化合物が硬化して固定されて形成されて
いる。この場合、液晶硬化膜となった後は、当該液晶硬化膜に含まれている重合性液晶化
合物の重合物（硬化物）は、もはや液晶性を示す必要はない。
【００９１】
　重合性液晶化合物が有する重合性基としては、例えば、重合性エチレン性不飽和基や環
重合性基などの付加重合反応が可能な官能基が好ましい。より具体的には、重合性基とし
ては、例えば、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基などを挙げる
ことができる。その中でも、（メタ）アクリロイル基が好ましい。なお、（メタ）アクリ
ロイル基とは上記のとおり、メタアクリロイル基及びアクリロイル基の両者を包含する概
念である。
【００９２】
　液晶硬化膜は、後述するように、重合性液晶化合物を含む組成物を、例えば配向膜上に
塗工し、活性エネルギー線を照射することによって形成することができる。前記組成物に
は、上述した重合性液晶化合物以外の成分が含まれていてもよい。例えば、前記組成物に
は、重合開始剤が含まれていることが好ましい。使用される重合開始剤は、重合反応の形
式に応じて、例えば、熱重合開始剤や光重合開始剤が選択される。活性エネルギー線照射
、特に紫外線照射により重合性液晶化合物を重合するためには、光重合開始剤が好ましい
。光重合開始剤としては、α－カルボニル化合物、アシロインエーテル、α－炭化水素置
換芳香族アシロイン化合物、多核キノン化合物、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ
－アミノフェニルケトンとの組み合わせなどが挙げられる。重合開始剤の使用量は、前記
組成物中の全固形分の全重量を基準として、０．０１～２０質量％であることが好ましく
、０．５～５質量％であることがより好ましい。
【００９３】
　また、前記組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、重合性モノマーが含ま
れていてもよい。重合性モノマーとしては、ラジカル重合性またはカチオン重合性の化合
物が挙げられ、用いる重合性液晶化合物の種類に応じて適切なものが選択される。その中
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でも、多官能性ラジカル重合性モノマーが好ましい。
【００９４】
　なお、重合性モノマーとしては、上述した重合性液晶化合物と共重合することができる
ものが好ましい。重合性モノマーの使用量は、重合性液晶化合物の全重量に対して、１～
５０重量％であることが好ましく、２～３０重量％であることがより好ましい。
【００９５】
　また、前記組成物には、塗工膜の均一性及び膜の強度の点から、界面活性剤が含まれて
いてもよい。界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられる。その中でも特に、フ
ッ素系化合物が好ましい。
【００９６】
　また、前記組成物には、溶媒が含まれていてもよく、この場合、有機溶媒が好ましく用
いられる。有機溶媒としては、例えば、アミド系溶媒（例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルム
アミド）、スルホキシド系溶媒（例えば、ジメチルスルホキシド）、ヘテロ環化合物系溶
媒（例えば、ピリジン）、炭化水素系溶媒（例えば、ベンゼン、ヘキサン）、アルキルハ
ライド系溶媒（例えば、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル系溶媒（例えば、酢
酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチル）、ケトン系溶媒（例えば、アセトン、メチルエチル
ケトン）、エーテル系溶媒（例えば、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）
が挙げられる。その中でも、アルキルハライド系溶媒、ケトン系溶媒が好ましい。また、
２種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
【００９７】
　また、前記組成物には、偏光子界面側垂直配向剤、空気界面側垂直配向剤などの垂直配
向促進剤、並びに、偏光子界面側水平配向剤、空気界面側水平配向剤などの水平配向促進
剤といった各種配向剤が含まれていてもよい。さらに、前記組成物には、上記成分以外に
も、密着改良剤、可塑剤、ポリマーなどが含まれていてもよい。
【００９８】
　前記活性エネルギー線は、紫外線、可視光、電子線、Ｘ線を含み、好ましくは紫外線で
ある。前記活性エネルギー線の光源としては、例えば、低圧水銀ランプ、中圧水銀ランプ
、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、キセノンランプ、ハロゲンランプ、カーボンアー
ク灯、タングステンランプ、ガリウムランプ、エキシマレーザー、波長範囲３８０～４４
０ｎｍを発光するＬＥＤ光源、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェー
ブ励起水銀灯、メタルハライドランプなどが挙げられる。
【００９９】
　前記活性エネルギー線として紫外線を用いる場合、その照射強度は、紫外線Ｂ波（波長
域２８０～３２０ｎｍ）のとき、通常１０～３，０００ｍＷ／ｃｍ２である。紫外線照射
強度は、好ましくはカチオン重合開始剤またはラジカル重合開始剤の活性化に有効な波長
領域における強度である。紫外線を照射する時間は、通常０．１秒～１０分であり、好ま
しくは０．１秒～５分であり、より好ましくは０．１秒～３分であり、さらに好ましくは
０．１秒～１分である。
【０１００】
　紫外線は、１回または複数回に分けて照射することができる。前記組成物に使用する重
合開始剤にもよるが、波長３６５ｎｍにおける積算光量は、７００ｍＪ／ｃｍ２以上とす
ることが好ましく、１，１００ｍＪ／ｃｍ２以上とすることがより好ましく、１，３００
ｍＪ／ｃｍ２以上とすることがさらに好ましい。上記積算光量とすることは、位相差フィ
ルムを構成する重合性液晶化合物の重合率を高め、位相差フィルムの耐熱性を向上させる
のに有利である。波長３６５ｎｍにおける積算光量は、２，０００ｍＪ／ｃｍ２以下とす
ることが好ましく、１，８００ｍＪ／ｃｍ２以下とすることがより好ましい。積算光量が
高くなりすぎると、位相差フィルムの着色を招くおそれがある。
【０１０１】
　本発明の円偏光板において、位相差層の厚みは、０．５μｍ以上であることが好ましい
。また、前記位相差層の厚みは、１０μｍ以下であることが好ましく、５μｍ以下である
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ことがより好ましい。位相差層の厚みが前記下限値以上であると、十分な耐久性が得られ
る。位相差層の厚みが前記上限値以下であると、円偏光板の薄層化に貢献し得る。位相差
層の厚みは、λ／４の位相差を与える層、λ／２の位相差を与える層、またはポジティブ
Ｃ層の所望の面内の位相差値、及び厚み方向の位相差値が得られるよう調整され得る。
【０１０２】
　本発明の円偏光板が有する位相差フィルムにおいて、位相差層は液晶硬化膜を有するこ
とが好ましく、かかる液晶硬化膜として重合性液晶化合物が硬化した層を１層含むもので
あってもよいし、重合性液晶化合物が硬化した層を２層以上含むものであってもよい。位
相差層が、重合性液晶化合物が硬化した層を２層含む場合、この２層はλ／４の位相差を
与える層およびポジティブＣ層の組み合わせ、またはλ／４の位相差を与える層およびλ
／２の位相差を与える層の組み合わせであることが好ましい。位相差層が、重合性液晶化
合物が硬化した層を２層含む場合、重合性液晶化合物が硬化した層を配向膜上にそれぞれ
作製し、両者を接着剤層や粘着剤層を介して積層することにより、位相差フィルムは製造
されてもよい。両者を積層した後、基材および配向膜は剥離することができる。位相差フ
ィルムの厚みは、３～３０μｍであることが好ましく、５～２５μｍであることがより好
ましい。
【０１０３】
　前記位相差フィルムの光弾性係数は、好ましくは３～１００×１０－１３Ｐａ－１、よ
り好ましくは５～７０×１０－１３Ｐａ－１であり、さらに好ましくは１５～６０×１０
－１３Ｐａ－１であり、よりさらに好ましくは２０～６０×１０－１３Ｐａ－１である。
なお、光弾性係数は後述する実施例に記載の方法で測定された値である。
【０１０４】
＜粘着剤層＞
　本発明の円偏光板においては、偏光板と位相差フィルムとの積層や、当該円偏光板を表
示パネルといった表示装置との貼合のために粘着剤層が備えられる。以下、この粘着剤層
の中で、まず、偏光板１と位相差フィルム２０とを貼合するための粘着剤層１３について
説明する。
【０１０５】
　粘着剤層は、下記する単量体のそれぞれを含む粘着剤組成物から形成される（メタ）ア
クリル系樹脂（ベースポリマー）を含む。粘着剤層１３の厚みは、３～３０μｍが好まし
く、より好ましくは３～２５μｍである。
【０１０６】
　さらに、本発明では、図１（ａ）に示す円偏光板１００もしくは図１（ｂ）に示す円偏
光板１０１の粘接着層１３は、前記した特定の共重合体であって、重量平均分子量Ｍｗ、
及び重量平均分子量と数平均分子量Ｍｎの比で求められる分子量分布Ｍw／Ｍｎが所定範
囲にあるアクリル樹脂に、架橋剤が所定量配合された粘着剤組成物から形成し、かつゲル
分率が６０～９９重量％となるようにする。これら重量平均分子量Ｍｗや分子量分布Ｍｗ
／Ｍｎは、ゲルパーミッションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により求めることができ
る。ＧＰＣ法の条件は、測定対象であるアクリル樹脂の種類に応じて適正な条件とすれば
よい。以下、好適な粘着剤層を形成する粘着組成物について説明する。
【０１０７】
　まずは、この粘着剤組成物を構成する各成分について説明する。なお、前記の表記に合
わせ、ここでいうアクリル樹脂を「アクリル樹脂（Ａ）」、ここでいう架橋剤を「架橋剤
（Ｂ）」とそれぞれいう。また、アクリル樹脂（Ａ）を誘導する、前記の（Ａ－１）で示
す（メタ）アクリル酸アルキルエステルを「（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－
１）」、（Ａ－２）及び（Ａ－３）に示す不飽和単量体を「不飽和単量体（Ａ－２）」、
「不飽和単量体（Ａ－３）」とそれぞれいうことがある。
【０１０８】
（１）アクリル樹脂（Ａ）
　本発明の円偏光板の粘着剤層１３を形成する粘着剤組成物に用いられるアクリル樹脂（
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Ａ）は、前記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する重合単
位を主成分とするものであって、かかる（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する
重合単位に加え、芳香環含有単量体に由来する重合単位、及び極性官能基含有単量体に由
来する重合単位を含むものである。
【０１０９】
　アクリル樹脂（Ａ）の主要な重合単位となる前記式（Ｉ）において、Ｒ1は水素原子ま
たはメチル基であり、Ｒ2は炭素数１～１４のアルキル基である。Ｒ2で表されるアルキル
基は、それぞれの基中の水素原子が炭素数１～１０のアルコキシ基によって置換されてい
てもよい。
【０１１０】
　式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）のうち、Ｒ2が非
置換アルキル基であるものを例示する。（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）
としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－
ブチル、アクリル酸ｎ－オクチル、及びアクリル酸ラウリルの如き、直鎖状のアクリル酸
アルキルエステル；アクリル酸イソブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、及びアクリ
ル酸イソオクチルの如き、分枝状のアクリル酸アルキルエステル；メタクリル酸メチル、
メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ
－オクチル、及びメタクリル酸ラウリルの如き、直鎖状のメタクリル酸アルキルエステル
；メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、及びメタクリル酸イソオ
クチルの如き、分枝状のメタクリル酸アルキルエステルなどが例示される。
【０１１１】
　これらの中でもアクリル酸ｎ－ブチルが好ましく、具体的には、アクリル樹脂（Ａ）を
構成する全重合単位を誘導する（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）のうち、
アクリル酸ｎ－ブチルが５０重量％以上となるように、かつ前記した（メタ）アクリル酸
アルキルエステル（Ａ－１）に関する規定を満たすようにするのが好ましい。
【０１１２】
　Ｒ2がアルコキシ基で置換されたアルキル基、すなわち、アルコキシアルキル基である
場合の、式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステルとして、具体的には、
アクリル酸２－メトキシエチル、アクリル酸エトキシメチル、メタクリル酸２－メトキシ
エチル、メタクリル酸エトキシメチルなどが例示される。
【０１１３】
　これらの（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、それぞれ単独で用いることができる
ほか、異なる複数のものを用いて共重合させてアクリル樹脂（Ａ）を製造してもよい。
【０１１４】
　分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環または脂肪族環を有す
る不飽和単量体（Ａ－２）は、オレフィン性二重結合を含む基として（メタ）アクリロイ
ル基を有するものが好ましい。芳香環としては、炭素原子のみで構成された芳香環だけで
なく、炭素以外のヘテロ元素を含む複素芳香環のいずれであってもよいが、炭素原子のみ
で構成された芳香環であると、市場から容易に入手できる不飽和単量体を、不飽和単量体
（Ａ－２）として用いることができることから好ましい。また、このような芳香環を含む
不飽和単量体（Ａ－２）を用いることで、高温環境下での偏光子の収縮に伴い粘着剤が受
ける応力とは直交する方向に位相差が発現し、逆に位相差フィルムは、偏光子の収縮に伴
い位相差フィルムが受ける応力とは平行な方向に位相差が発現する。このため偏光子の収
縮に伴い発生する位相差フィルムの位相差変化を粘着剤層により相殺することができる。
このため高温環境下に置かれた場合でも色相、特に反射色相の面内変化を小さくすること
ができる。分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有する不飽
和単量体（Ａ－２）［芳香環含有アクリル化合物］の例として、ベンジル（メタ）アクリ
レート、ネオペンチルグリコールベンゾエート（メタ）アクリレートなどを挙げることが
でき、好ましいものは、（メタ）アクリロイル基を有し、前記式（II）で示される芳香環
含有（メタ）アクリル化合物である。
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【０１１５】
　また、この不飽和単量体（Ａ－２）において、芳香族環を脂肪族環に置き換えたものを
用いることでも同様の効果が得られる。分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくと
も１個の脂肪族環を有する不飽和単量体（脂肪族環含有（メタ）アクリル化合物）の例と
して、シクロヘキシルメタクリレート、シクロヘキシルアクリレートなどを挙げることが
できる。
【０１１６】
　不飽和単量体（Ａ－２）としては、芳香環を有する芳香環含有単量体が好ましく、この
芳香環含有単量体の中でも、下式（II）で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物が
特に好ましい。
【０１１７】
【化５】

（式中、Ｒ3は水素原子またはメチル基を表し、ｎは１～８の整数であり、Ｒ4は水素原子
、アルキル基、アラルキル基またはアリール基を表す）
【０１１８】
　芳香環含有（メタ）アクリル化合物を表す前記式（II）において、Ｒ4がアルキル基で
ある場合、その炭素数は１～９程度であることができ、同じくアラルキル基である場合、
その炭素数は７～１１程度、またアリール基である場合、その炭素数は６～１０程度であ
ることができる。炭素数１～９のアルキル基として、メチル基、ブチル基、ノニル基など
が挙げられる。炭素数７～１１のアラルキル基として、ベンジル基、フェネチル基、ナフ
チルメチル基などが挙げられる。炭素数６～１０のアリール基として、フェニル基、トリ
ル基、ナフチル基などが挙げられる。
【０１１９】
　具体的な式（II）に示す芳香環含有（メタ）アクリル化合物としては、（メタ）アクリ
ル酸２－フェノキシエチル、（メタ）アクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチル
、エチレンオキサイド変性ノニルフェノールの（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）ア
クリル酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）エチルなどを挙げることができる。これらの芳
香環含有単量体は、それぞれ単独で用いてもよいし、異なる複数のものを組み合せて用い
てもよい。これらの中でも、（メタ）アクリル酸２－フェノキシエチル〔前記式（II）に
おいて、Ｒ4 ＝Ｈ、ｎ＝１の化合物〕、又は（メタ）アクリル酸２－（ｏ－フェニルフェ
ノキシ）エチル〔前記式（II）において、Ｒ4 ＝ｏ－フェニル、ｎ＝１の化合物〕である
。このような芳香環含有（メタ）アクリル化合物を、アクリル樹脂（Ａ）を構成する構造
単位を誘導する不飽和単量体（Ａ－２）の一つとして用いるのが好ましい。
【０１２０】
　不飽和単量体（Ａ－３）が有する極性官能基は遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基
、エポキシ環をはじめとする複素環基などである。不飽和単量体（Ａ－３）は、好ましく
は極性官能基を有する（メタ）アクリル酸系化合物である。その具体例としては、アクリ
ル酸、メタクリル酸、及びβ－カルボキシエチルアクリレートの如き、遊離カルボキシル
基を有する不飽和単量体；（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル
酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸２－又は３－クロロ－２－ヒドロキシプ
ロピル、及びジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレートの如き、水酸基を有する不
飽和単量体；アクリロイルモルホリン、ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニル－２－ピロリ
ドン、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性テトラヒドロ
フルフリルアクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メタ）アクリレート
、グリシジル（メタ）アクリレート、及び２，５－ジヒドロフランの如き、複素環基を有
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する不飽和単量体；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレートの如き、複素環
とは異なるアミノ基を有する不飽和単量体などを挙げることができる。極性官能基は、遊
離カルボキシル基、水酸基、アミノ基またはエポキシ環であることが好ましい。これらの
極性官能基含有単量体である不飽和単量体（Ａ－３）は、アクリル樹脂（Ａ）を製造する
ために、それぞれ単独で用いてもよいし、異なる複数のものを用いてもよい。
【０１２１】
　これらの中でも、水酸基を有する不飽和単量体を、アクリル樹脂（Ａ）を構成する極性
官能基含有単量体（Ａ－３）の一つとして用いるのが好ましい。また、水酸基を有する不
飽和単量体に加えて、他の極性官能基を有する不飽和単量体、例えば、遊離カルボキシル
基を有する不飽和単量体を併用するのも有効である。
【０１２２】
　アクリル樹脂（Ａ）において、前記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル（Ａ－１）に由来する構造単位は、８０～９６重量％とするが、好ましくは８２重
量％以上であり、また好ましくは９４重量％以下である。芳香環含有単量体（Ａ－２）に
由来する構造単位は、３～１５重量％とするが、好ましくは５重量％以上、さらには７重
量％以上、とりわけ８重量％以上であり、また好ましくは１３重量％以下、さらには１１
重量％以下、とりわけ１０重量％以下である。極性官能基含有単量体（Ａ－３）に由来す
る構造単位は、０.１～５重量％とするが、好ましくは０.５重量％以上であり、また好ま
しくは３重量％以下である。
【０１２３】
　本発明に使用されるアクリル樹脂（Ａ）は、前記した式（Ｉ）で示される（メタ）アク
リル酸アルキルエステル（Ａ－１）、不飽和単量体（Ａ－２）［芳香族環含有（メタ）ア
クリル化合物および／または脂肪族環含有（メタ）アクリル化合物］及び不飽和単量体（
Ａ－３）［極性官能基含有単量体］とは異なる単量体に由来する重合単位を含んでいても
よい。これらの例としては、スチレン系単量体に由来する構造単位、ビニル系単量体に由
来する構造単位、分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体に由来する構造
単位などを挙げることができる。
【０１２４】
　スチレン系単量体の具体例としては、スチレンのほか、メチルスチレン、ジメチルスチ
レン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、トリエチルスチレン、
プロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、ヘプチルスチレン、及びオクチ
ルスチレンの如きアルキルスチレン；フルオロスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレ
ン、ジブロモスチレン、及びヨードスチレンの如きハロゲン化スチレン；さらに、ニトロ
スチレン、アセチルスチレン、メトキシスチレン、ジビニルベンゼンなどを挙げることが
できる。
【０１２５】
　ビニル系単量体の具体例としては、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、２
－エチルヘキサン酸ビニル、及びラウリン酸ビニルの如き脂肪酸ビニルエステル；塩化ビ
ニルや臭化ビニルの如きハロゲン化ビニル；塩化ビニリデンの如きハロゲン化ビニリデン
；ビニルピリジン、ビニルピロリドン、及びビニルカルバゾールの如き含窒素芳香族ビニ
ル；ブタジエン、イソプレン、及びクロロプレンの如き共役ジエン単量体；さらには、ア
クリロニトリル、メタクリロニトリルなどを挙げることができる。
【０１２６】
　分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体の具体例としては、１，４－ブ
タンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレー
ト、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコール
ジ（メタ）アクリレート、及びトリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレートの如き
、分子内に２個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体；トリメチロールプロパントリ
（メタ）アクリレートの如き、分子内に３個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体な
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どを挙げることができる。
【０１２７】
　以上のような、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、不飽和単量体（Ａ－
２）及び不飽和単量体（Ａ－３）とは異なる単量体は、それぞれ単独で、または２種以上
組み合わせて使用することができる。粘着剤に使用されるアクリル樹脂（Ａ）において、
（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、不飽和単量体（Ａ－２）及び不飽和単
量体（Ａ－３）とは異なる単量体に由来する重合単位は、アクリル樹脂（Ａ）の総重量に
対し、通常０～２０重量部、好ましくは０～１０重量部の割合で含有される。
【０１２８】
　粘着剤組成物を構成する樹脂成分は、以上のような、アクリル樹脂（Ａ）を単独で含む
ものであってもよく、アクリル樹脂（Ａ）以外の樹脂を含むものであってもよい。アクリ
ル樹脂（Ａ）以外の樹脂もアクリル樹脂が好ましい。アクリル樹脂（Ａ）以外のアクリル
樹脂、例えば、式（Ｉ）の（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構造単位を有
し、極性官能基を含まないアクリル樹脂などを混合して用いてもよい。式（Ｉ）で示され
る（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、不飽和単量体（Ａ－２）、及び不飽
和単量体（Ａ－３）にそれぞれ由来する重合単位を含むアクリル樹脂（Ａ）は、前記の樹
脂成分の総重量に対し、８０重量％以上、さらには９０重量％以上とするのが好ましい。
【０１２９】
　アクリル樹脂（Ａ）は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による標
準ポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍｗが１００万～２００万の範囲にあるものを採用
する。標準ポリスチレン換算の重量平均分子量が１００万以上であると、高温高湿下での
接着性が向上し、液晶セルと粘着剤層との間に浮きや剥れの発生する可能性が低くなる傾
向にあり、しかもリワーク性が向上する傾向にあることから好ましい。またこの重量平均
分子量が２００万以下であると、その粘着剤層に貼着される偏光板の寸法が変化しても、
その寸法変化に粘着剤層が追随して変動するので、液晶セルの周縁部の明るさと中心部の
明るさとの間に差がなくなり、白ヌケや色ムラが抑制される傾向にあることから好ましい
。
【０１３０】
　重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎの比Ｍｗ／Ｍｎで表される分子量分布は、３～
７の範囲とする。分子量分布Ｍｗ／Ｍｎを３～７の範囲とすることにより、得られる粘着
剤層の耐熱性が向上し、本発明の円偏光板を、液晶パネルないし液晶表示装置に適用した
場合、これらが高温にさらされた場合でも、白ヌケなどの不具合が発生することを良好に
防止する。
【０１３１】
　また、前記アクリル樹脂（Ａ）は、粘着性発現のため、そのガラス転移温度が－１０～
－６０℃の範囲にあることが好ましい。このガラス転移温度は一般に、示差走査熱量計に
より測定することができる。
【０１３２】
　アクリル樹脂（Ａ）は、例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊状重合法、懸濁重合法な
ど、公知の各種方法によって製造することができる。このアクリル樹脂（Ａ）の製造にお
いては、通常、重合開始剤が用いられる。重合開始剤は、アクリル樹脂（Ａ）の製造に用
いられる全ての単量体の合計１００重量部に対して、 ０.００１～５重量部程度使用され
る。
【０１３３】
　重合開始剤としては、熱重合開始剤や光重合開始剤などが用いられる。光重合開始剤と
して、例えば、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピ
ル）ケトンなどを挙げることができる。熱重合開始剤として、例えば、２，２′－アゾビ
スイソブチロニトリル、２，２′－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１′－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニ
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トリル）、ジメチル－２，２′－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、及び２，２′
－アゾビス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）の如きアゾ系化合物；ラウリルパ
ーオキサイド、tert－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化ベンゾイル、tert－ブチル
パーオキシベンゾエート、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシジ
カーボネート、ジプロピルパーオキシジカーボネート、tert－ブチルパーオキシネオデカ
ノエート、tert－ブチルパーオキシピバレート、及び（３，５，５－トリメチルヘキサノ
イル）パーオキサイドの如き有機過酸化物；過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、及び
過酸化水素の如き無機過酸化物などを挙げることができる。また、過酸化物と還元剤を併
用したレドックス系開始剤なども、重合開始剤として使用できる。
【０１３４】
　アクリル樹脂（Ａ）の製造方法としては、前記の方法の中でも、溶液重合法が好ましい
。溶液重合法を、具体例を挙げて説明すると、所望の単量体及び有機溶媒（重合溶媒）を
混合し、窒素雰囲気下で熱重合開始剤を添加して、４０～９０℃程度、好ましくは６０～
８０℃程度で３～１０時間程度攪拌する方法を挙げることができる。また、反応を制御す
るために、単量体や熱重合開始剤を重合中に連続的または間歇的に添加したり、有機溶媒
に溶解した状態で添加したりしてもよい。ここで、重合溶媒としては、例えば、トルエン
やキシレンの如き芳香族炭化水素類；酢酸エチルや酢酸ブチルの如きエステル類；プロピ
ルアルコールやイソプロピルアルコールの如き脂肪族アルコール類；アセトン、メチルエ
チルケトン、及びメチルイソブチルケトンの如きケトン類などを用いることができる。
【０１３５】
（２）架橋剤（Ｂ）
　以上のようなアクリル樹脂（Ａ）に架橋剤（Ｂ）を配合して、粘着剤組成物とする。架
橋剤（Ｂ）は、アクリル樹脂（Ａ）中の特に不飽和単量体（Ａ－３）に由来する重合単位
と架橋し得る官能基を分子内に少なくとも２個有する化合物であり、その具体例として、
イソシアネート系化合物、エポキシ系化合物、金属キレート系化合物、アジリジン系化合
物などを挙げることができる。
【０１３６】
　イソシアネート系化合物は、分子内に少なくとも２個のイソシアナト基（－ＮＣＯ）を
有する化合物であり、例えば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネートなどが挙げ
られる。また、これらのイソシアネート化合物に、グリセロールやトリメチロールプロパ
ンの如きポリオールを反応せしめたアダクト体や、イソシアネート化合物を二量体、三量
体等にしたものも、粘着剤に用いられる架橋剤となり得る。２種以上のイソシアネート系
化合物を混合して用いることもできる。
【０１３７】
　エポキシ系化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有する化合物であり、例
えば、ビスフェノールＡ型のエポキシ樹脂、エチレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリ
セリントリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、トリ
メチロールプロパントリグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ′，Ｎ′－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ′－ジグ
リシジルアミノメチル）シクロヘキサンなどが挙げられる。２種以上のエポキシ系化合物
を混合して用いることもできる。
【０１３８】
　金属キレート化合物としては、例えば、アルミニウム、鉄、銅、亜鉛、スズ、チタン、
ニッケル、アンチモン、マグネシウム、バナジウム、クロム、及びジルコニウムの如き多
価金属に、アセチルアセトンやアセト酢酸エチルが配位した化合物などが挙げられる。
【０１３９】
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　アジリジン系化合物は、エチレンイミンとも呼ばれる１個の窒素原子と２個の炭素原子
からなる３員環の骨格を分子内に少なくとも２個有する化合物であり、例えば、ジフェニ
ルメタン－４，４′－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トルエン－２，４－ビス
（１－アジリジンカルボキサミド）、トリエチレンメラミン、イソフタロイルビス－１－
（２－メチルアジリジン）、トリス－１－アジリジニルホスフィンオキサイド、ヘキサメ
チレン－１，６－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トリメチロールプロパン　ト
リス－β－アジリジニルプロピオネート、テトラメチロールメタン　トリス－β－アジリ
ジニルプロピオネートなどが挙げられる。
【０１４０】
　これらの架橋剤の中でも、イソシアネート系化合物、とりわけ、キシリレンジイソシア
ネート、トリレンジイソシアネート若しくはヘキサメチレンジイソシアネート、またはこ
れらのイソシアネート化合物を、グリセロールやトリメチロールプロパンの如きポリオー
ルに反応せしめたアダクト体や、これらのイソシアネート化合物を二量体、三量体などに
したもの、これらのイソシアネート系化合物を混合したものなどが、好ましく用いられる
。不飽和単量体（Ａ－３）が、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基及びエポキシ環か
ら選ばれる極性官能基を有する場合は特に、架橋剤（Ｂ）の少なくとも一つとして、イソ
シアネート系化合物を用いることが好ましい。上記の中でも好適なイソシアネート系化合
物として、トリレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネートをポリオールに反応せ
しめたアダクト体、トリレンジイソシアネートの二量体、およびトリレンジイソシアネー
トの三量体、また、ヘキサメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート
をポリオールに反応せしめたアダクト体、ヘキサメチレンジイソシアネートの二量体、お
よびヘキサメチレンジイソシアネートの三量体が挙げられる。
【０１４１】
　架橋剤（Ｂ）は、アクリル樹脂（Ａ）１００重量部に対し、 ０.０１～５重量部の割合
で配合される。架橋剤（Ｂ）の配合量は、好ましくはアクリル樹脂（Ａ）１００重量部に
対し、０.１～５重量部程度、さらには０.２～３重量部程度である。アクリル樹脂（Ａ）
１００重量部に対する架橋剤（Ｂ）の量が０.０１重量部以上、特に０.１重量部以上であ
ると、粘着剤層の耐久性が向上する傾向にあることから好ましく、また５重量部以下であ
ると、いわゆる白ヌケが目立たなくなることから好ましい。
【０１４２】
（３）粘着剤組成物を構成するその他の成分
　粘着剤層を形成するための粘着剤組成物には、粘着剤層自体の密着性を向上させるため
に、シラン系化合物（Ｃ）を含有させることが好ましく、とりわけ、架橋剤を配合する前
のアクリル樹脂（Ａ）にシラン系化合物（Ｃ）を含有させておくことが好ましい。
【０１４３】
　シラン系化合物（Ｃ）としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエト
キシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、Ｎ－（２－アミノエチル）
－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノ
プロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキ
シプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、３－クロロプロピル
メチルジメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロイル
オキシプロピルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－
グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラ
ン、３－グリシドキシプロピルジメトキシメチルシラン、３－グリシドキシプロピルエト
キシジメチルシランなどが挙げられる。２種以上のシラン系化合物（Ｃ）を使用してもよ
い。
【０１４４】
　シラン系化合物（Ｃ）は、シリコーンオリゴマータイプのものであってもよい。シリコ
ーンオリゴマーを（モノマー）－（モノマー）コポリマーの形式で示すと、例えば、次の
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ようなものを挙げることができる。
【０１４５】
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－
メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－メルカ
プトプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及び３－メルカプ
トプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メルカプトプ
ロピル基含有のコポリマー；
【０１４６】
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、メルカプト
メチルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、メルカプトメチルトリエ
トキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及びメルカプトメチルトリエトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メルカプトメチル基含有のコポリマー；
【０１４７】
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリ
マー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシラ
ンコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシ
シランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラ
メトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン
－テトラエトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキ
シシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及び３－メタクリロイルオキシプロピルメ
チルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メタクリロイルオキシ
プロピル基含有のコポリマー；
【０１４８】
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマ
ー、３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポ
リマー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエト
キシシランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テト
ラメトキシシランコポリマー、及び３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、アクリロイルオキシプロピル基含有のコ
ポリマー；
【０１４９】
　ビニルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルトリメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニル
メチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルメチルジメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルメチルジエトキシシラン－テトラメトキ
シシランコポリマー、及びビニルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マーの如き、ビニル基含有のコポリマー；
【０１５０】
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピル
トリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルトリエトキ
シシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラ
ン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テ
トラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメ
トキシシランコポリマー、及び３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエト
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キシシランコポリマーの如き、アミノ基含有のコポリマーなど。
【０１５１】
　これらのシラン系化合物（Ｃ）は、多くの場合、液体である。粘着剤組成物におけるシ
ラン系化合物（Ｃ）の配合量は、アクリル樹脂（Ａ）の不揮発分１００重量部（２種類以
上のアクリル樹脂（Ａ）を用いる場合はその合計量）に対して、通常 ０.０１～１０重量
部程度であり、好ましくは ０.０３～１重量部の割合で使用される。アクリル樹脂（Ａ）
の不揮発分１００重量部に対するシラン系化合物の量が０.０１重量部以上、特に０.０３
重量部以上であると、密着性が向上することから好ましい。また、その量が１０重量部以
下、特に１重量部以下であると、シラン系化合物の粘着剤層からのブリードアウトが抑制
される傾向にあることから好ましい。
【０１５２】
　以上、説明した粘着剤組成物にはさらに、架橋触媒、耐候安定剤、タッキファイヤー、
可塑剤、軟化剤、染料、顔料、無機フィラー、帯電防止剤、樹脂（例えば、アクリル樹脂
（Ａ）以外の樹脂）などを配合してもよい。粘着剤組成物に紫外線硬化性化合物を配合し
、粘着剤層形成後に紫外線を照射して硬化させることにより、より硬い粘着剤層とするの
も有用である。また、粘着剤に架橋剤組成物とともに架橋触媒を配合すれば、粘着剤層を
短時間の熟成で調製することができ、本発明の円偏光板において、偏光板と粘着剤層との
間に浮きや剥れが発生したり粘着剤層内で発泡が起こったりすることを抑制でき、リワー
ク性も一層良好になることがある。架橋触媒としては、例えば、ヘキサメチレンジアミン
、エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、ヘキサメチレンテトラミン、ジエチレントリ
アミン、トリエチレンテトラミン、イソホロンジアミン、トリメチレンジアミン、ポリア
ミノ樹脂、メラミン樹脂の如きアミン系化合物などを挙げることができる。架橋剤（Ｂ）
としてはイソシアネート系化合物を用いる場合、架橋触媒としてアミン系化合物が好適で
ある。
【０１５３】
　粘着剤組成物を構成するこれらの各成分は、必要に応じて溶剤に溶かした状態で、必須
成分であるアクリル樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）と混合して粘着剤組成物とすることがで
きる。これを適当な基材上に塗布し、乾燥させて、粘着剤層とすることができる。
【０１５４】
＜粘着剤層のゲル分率＞
　本発明では先にも述べたように、粘着剤層は、そのゲル分率が６０～９９重量％となる
ようにする。粘着剤層のゲル分率が６０重量％以上であると、粘着剤層の耐久性が向上す
ることから好ましい。また、ゲル分率が９９重量％以下であると、製造しやすいことから
好ましい。ここでゲル分率とは、以下の（Ｉ）～（IV）に従って測定される値である。
【０１５５】
　（Ｉ）約８cm×約８cmの面積の粘着剤層と、約１０cm×約１０cmのＳＵＳ３０４からな
る金属メッシュ（その重量をＷm とする）とを貼合する。
　（II）上記（Ｉ）で得られた貼合物の重量を秤量して、その重量をＷsとし、次に粘着
剤層を包み込むように４回折りたたんでホッチキス（ステープラー）で留めたのち秤量し
て、その重量をＷbとする。
　（III）ガラス容器に、上記（II）でホッチキス留めしたメッシュを入れ、酢酸エチル
６０mLを加えて浸漬した後、このガラス容器を室温で３日間保管する。
　（IV）ガラス容器からメッシュを取り出し、１２０℃で２４時間乾燥した後秤量して、
その重量をＷa とし、次式に基づいてゲル分率を計算する。
　　ゲル分率（重量％）＝〔{Ｗa－(Ｗb－Ｗs)－Ｗm}／(Ｗs－Ｗm)〕×１００
【０１５６】
　粘着剤層のゲル分率は、例えば、粘着剤組成物に含まれるアクリル樹脂（Ａ）の種類や
架橋剤（Ｂ）の種類・量により調整することができる。具体的には、アクリル樹脂（Ａ）
における不飽和単量体（Ａ－３）由来の重合単位の量を多くするか、または粘着剤組成物
における架橋剤（Ｂ）の量を多くすれば、ゲル分率が高くなるので、アクリル樹脂（Ａ）
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を構成する不飽和単量体（Ａ－３）由来の重合単位のごとき、極性官能基を有する重合単
位及び／または架橋剤（Ｂ）の量によって、ゲル分率を調整すればよい。アクリル樹脂（
Ａ）中の不飽和単量体（Ａ－３）に由来する重合単位の量を、 ０.１～５重量％の範囲か
ら、アクリル樹脂（Ａ）を構成する他の成分との組合せ、さらには架橋剤（Ｂ）の種類、
及び量との組合せで、ゲル分率が上記範囲となるように選択し、調整すればよい。一方、
架橋剤（Ｂ）の量については、粘着剤層を構成するアクリル樹脂の不揮発分１００重量部
（２種類以上のアクリル樹脂（Ａ）を用いる場合は、その合計量）に対する架橋剤の配合
量を、０.１～５重量部程度の範囲から、アクリル樹脂の種類に合わせて選択するのが好
ましい。
【０１５７】
　以上、偏光板１と位相差フィルム２０とを貼り合わせるための粘着剤層１３について説
明したが、表示パネルと、本発明の円偏光板とを貼り合わせるための粘着剤層１４の形成
に、アクリル樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）を含む粘着剤組成物を用いることもできる。
【０１５８】
　粘着剤層１４の形成には、アクリル樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）を含む粘着剤組成物以
外のものを用いることもできる。ここでは、公知のものも含めて、粘着剤層１４は従来公
知の粘着剤層が適用できることを簡単に説明する。
【０１５９】
　粘着剤層１４は、（メタ）アクリル系、ゴム系、ウレタン系、エステル系、シリコーン
系、ポリビニルエーテル系のような樹脂を主成分とする粘着剤組成物により形成すること
ができる。中でも、透明性、耐候性、耐熱性等に優れた粘着剤層を得るという観点からは
、（メタ）アクリル系樹脂をベースポリマーとする粘着剤組成物が好適である。粘着剤組
成物は、活性エネルギー線硬化型、熱硬化型であってもよい。粘着剤層１４の厚みは、粘
着剤層１３と同じく、通常、３～３０μｍが好ましく、より好ましくは３～２５μｍであ
る。
【０１６０】
　粘着剤組成物に用いられる、好適な（メタ）アクリル系樹脂（ベースポリマー）として
は、例えば、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル
酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシルのような（メタ）アクリル酸エ
ステルの１種または２種以上をモノマーとする重合体又は共重合体が好適に用いられる。
ベースポリマーには、極性モノマーを共重合させることが好ましい。極性モノマーとして
は、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ
）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチ
ル（メタ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレートのような、カルボキシル基、
水酸基、アミド基、アミノ基、エポキシ基などを有するモノマーを挙げることができる。
【０１６１】
　粘着剤組成物は、前記ベースポリマーのみを含むものであってもよいが、通常は架橋剤
をさらに含有する。架橋剤としては、２価以上の金属イオンであって、カルボキシル基と
の間でカルボン酸金属塩を形成するもの；ポリアミン化合物であって、カルボキシル基と
の間でアミド結合を形成するもの；ポリエポキシ化合物やポリオールであって、カルボキ
シル基との間でエステル結合を形成するもの；ポリイソシアネート化合物であって、カル
ボキシル基との間でアミド結合を形成するものが例示される。中でも、ポリイソシアネー
ト化合物が好ましい。
【０１６２】
　以上、本発明の円偏光板について、好適な層構成や各層の構成を説明した。続いて、本
発明の円偏光板を備えた表示装置について説明する。
【０１６３】
＜前面板＞
　前面板は、表示装置の視認側に配置される。前面板は、接着層を介して偏光板に積層さ
れることができる。接着層としては、例えば前述の粘着剤層や接着剤層が挙げられる。図
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２（ａ）、（ｂ）には、図１（ａ）、（ｂ）の円偏光板を備えた表示装置の断面構造を示
す。前面板４は、偏光板１における保護フィルム１１上に、粘着剤層１６を介して積層す
ることができる。図２（ｃ）、（ｄ）は（ａ）などと同様に、図１（ｃ）、（ｄ）の円偏
光板を備えた表示装置の断面構造を示している。
【０１６４】
　前面板としては、ガラス板、樹脂フィルムのいずれでもよく、その少なくとも一面にハ
ードコート層を含んでいてもよい。ガラス板としては、例えば、高透過ガラスや、強化ガ
ラスからなるものを用いることができる。特に薄い透明面材を使用する場合には、化学強
化を施したガラス板が好ましい。ガラス板の厚みは、例えば１００μｍ～５ｍｍとするこ
とができる。
【０１６５】
　前面板が、樹脂フィルムである場合、ガラス板のように硬直ではなく、フレキシブルな
特性を有することができる。樹脂フィルムを前面板として用いる場合、当該樹脂フィルム
はハードコート層を備えたものが好ましく、このハードコート層の厚さは特に限定されず
、例えば、５～１００μｍであってもよい。
【０１６６】
　樹脂フィルムとしては、ノルボルネンまたは多環ノルボルネン系単量体のようなシクロ
オレフィンを含む単量体の単位を有するシクロオレフィン系誘導体、セルロース（ジアセ
チルセルロース、トリアセチルセルロース、アセチルセルロースブチレート、イソブチル
エステルセルロース、プロピオニルセルロース、ブチリルセルロース、アセチルプロピオ
ニルセルロース）エチレン-酢酸ビニル共重合体、ポリシクロオレフィン、ポリエステル
、ポリスチレン、ポリアミド、 ポリエーテルイミド、ポリアクリル、ポリイミド、ポリ
アミドイミド、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、ポリエチレン、ポリプロピレン、
ポリメチルペンテン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポ
リビニルアセタール、ポリエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテル
スルホン、ポリメチルメタアクリレート、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、ポリウレタン、エポキシ
などの高分子で形成されたフィルムであってもよい。樹脂フィルムは、未延伸、１軸また
は２軸延伸フィルムを使用することができる。これらの高分子はそれぞれ単独または２種
以上混合して使用することができる。樹脂フィルムとしては、透明性及び耐熱性に優れた
ポリアミドイミドフィルムまたはポリイミドフィルム、１軸または２軸延伸ポリエステル
フィルム、透明性及び耐熱性に優れるとともに、フィルムの大型化に対応できるシクロオ
レフィン系誘導体フィルム、ポリメチルメタクリレートフィルム及び透明性と光学的に異
方性のないトリアセチルセルロース及びイソブチルエステルセルロースフィルムが好まし
い。樹脂フィルムの厚さは５～２００μｍ、好ましくは、２０～１００μｍであってよい
。
【０１６７】
　ハードコート層を備えた樹脂フィルムにおいて、前記ハードコート層は、光または熱エ
ネルギーを照射して架橋構造を形成する反応性材料を含むハードコート組成物の硬化によ
り形成することができる。前記ハードコート層は、光硬化型（メタ）アクリレートモノマ
ー、或いはオリゴマーおよび光硬化型エポキシモノマー、またはオリゴマーを同時に含む
ハードコート組成物の硬化により形成することができる。前記光硬化型（メタ）アクリレ
ートモノマーは、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート及びポ
リエステル（メタ）アクリレートで構成された群から選択された１種以上を含むことがで
きる。前記エポキシ（メタ）アクリレートは、エポキシ化合物に対して（メタ）アクリロ
イル基を有するカルボン酸を反応させて得ることができる。
【０１６８】
　前記ハードコート組成物は溶剤、光開始剤及び添加剤からなる群から選択される一つ以
上をさらに含むことができる。添加剤は、無機ナノ粒子、レベリング剤および安定剤から
なる群から選択される一つ以上を含むことができる。それ以外にも本技術分野で一般的に



(29) JP 2019-200413 A 2019.11.21

10

20

30

40

50

使用される各成分として、例えば、抗酸化剤、UV吸収剤、界面活性剤、潤滑剤、防汚剤な
どをさらに含むことができる。
【０１６９】
　かくして、前面板４を、粘着剤層１６を介して貼合した、本発明の円偏光板はさらに粘
着剤層１４を介して、表示パネル３と貼合することで表示装置を構成する部材となる。か
かる表示パネルは、表示装置が液晶表示装置である場合、液晶パネルであり、表示装置が
有機ＥＬ表示装置である場合、有機ＥＬ発光素子を備えた有機ＥＬ表示パネルである。な
お、この粘着剤層１６は、粘着剤層１４と同様のものを用いもよい。
【０１７０】
＜遮光パターン＞
　遮光パターンは、前面板または前面板が適用される表示装置のベゼルまたはハウジング
の少なくとも一部として提供することができる。遮光パターンは、前面板における表示素
子側に形成することができる。遮光パターンは、表示装置の各配線を隠し使用者に視認さ
れないようにすることができる。遮光パターンの色および／または材質は特に制限される
ことはなく、黒色、白色、金色などの多様な色を有する樹脂物質で形成することができる
。一実施形態において、遮光パターンの厚さは２μｍ～５０μｍであってもよく、好まし
くは４μｍ～３０μｍであってもよく、より好ましくは６μｍ～１５μｍの範囲であって
もよい。また、遮光パターンと表示部の間の段差による気泡混入及び境界部の視認を抑制
するために、遮光パターンに形状を付与することができる。
【０１７１】
＜円偏光板の製造方法＞
　図１（ａ）に示した円偏光板１００を例に、円偏光板の製造方法を説明する。円偏光板
１００は、偏光板１と位相差フィルム２とを粘着剤層１３を介して積層することにより製
造することができる。
【０１７２】
　偏光板１は、偏光子１０と保護フィルム１１とを、それぞれ接着剤層を介して積層して
製造することができる。偏光板は、長尺の部材を準備し、ロール・トゥ・ロールでそれぞ
れの部材を貼り合わせた後、所定形状に裁断して製造してもよいし、それぞれの部材を所
定の形状に裁断した後、貼り合わせてもよい。偏光子１０に保護フィルム１１を貼り合わ
せた後、加熱工程や調湿工程を設けてもよい。偏光子１０の保護フィルム１１が貼合され
ている面と反対の面を、適当な犠牲フィルムを貼り合わせておくこともできる。
【０１７３】
　位相差フィルム２０は上記のとおり、重合性液晶化合物を重合・硬化させた液晶硬化膜
からなる位相差層を有するものが好ましい。ここでは、簡単に液晶硬化膜からなる層を有
する位相差フィルムの製造について示すこととする。位相差フィルム２０は、例えば次の
ように製造することができる。基材上に配向膜を形成し、配向膜上に重合性液晶化合物を
含む塗工液を塗工する。重合性液晶化合物を配向させた状態で、活性エネルギー線を照射
し、重合性液晶化合物を硬化させる。重合性液晶化合物が硬化した層上に、剥離フィルム
上に形成された粘着剤層１４を積層させる。次いで、基材及び／又は配向膜を剥離する。
次いで、保護フィルム１２上に、剥離フィルム上に形成された粘着剤層１３を積層させる
。位相差フィルム２０は、長尺の部材を準備し、ロール・トゥ・ロールでそれぞれの部材
を貼り合わせた後、所定形状に裁断して製造してもよいし、それぞれの部材を所定の形状
に裁断した後、貼り合わせてもよい。
【０１７４】
　そして、粘着剤層１３上に積層された剥離フィルムを剥離し、粘着剤層１３を介して位
相差フィルム２０と偏光板１とを貼合することにより、円偏光板１００を作製することが
できる。
【０１７５】
＜用途＞
　円偏光板は、さまざまな表示装置に用いることができる。表示装置とは、表示素子を有
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する装置であり、発光源として発光素子又は発光装置を含む。表示装置としては、例えば
、液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、無機エレクトロルミネッセンス（以下、無機ＥＬと
もいう）表示装置、電子放出表示装置（例えば電場放出表示装置（ＦＥＤともいう）、表
面電界放出表示装置（ＳＥＤともいう））、電子ペーパー（電子インクや電気泳動素子を
用いた表示装置、プラズマ表示装置、投射型表示装置（例えばグレーティングライトバル
ブ（ＧＬＶともいう）表示装置、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤともいう）を
有する表示装置）及び圧電セラミックディスプレイなどが挙げられる。液晶表示装置は、
透過型液晶表示装置、半透過型液晶表示装置などのいずれをも含む。これらの表示装置は
、２次元画像を表示する表示装置であってもよいし、３次元画像を表示する立体表示装置
であってもよい。円偏光板は、特に有機ＥＬ表示装置又は無機ＥＬ表示装置に特に有効に
用いることができる。
【０１７６】
　図２（ａ）、（ｂ）において、有機ＥＬ表示装置１０４，１０５は、位相差フィルム２
０上に積層された粘着剤層１４を介して、円偏光板が有機ＥＬ表示素子３に積層された層
構成を有する。この有機ＥＬを以下、「ＯＬＥＤ」ということがある。
【実施例】
【０１７７】
　以下、実施例を示して本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。例中、含有量ないし使用量を表す部及び％は、特記ないかぎ
り重量基準である。なお、以下の例における各物性の測定は、次の方法で行った。
【０１７８】
（１）フィルム厚みの測定方法
　株式会社ニコン製のデジタルマイクロメーターであるＭＨ－１５Ｍを用いて測定した。
【０１７９】
（２）位相差値の測定方法
　位相差測定装置ＫＯＢＲＡ－ＷＰＲ（王子計測機器株式会社製）を用いて測定した。
【０１８０】
（３）反射色相の測定方法
　分光測色計（コニカミノルタジャパン株式会社　商品名：ＣＭ－２６００ｄ）を用いて
、反射色相（ａ＊、ｂ＊）の測定を実施した。反射色相は、光源がＤ６５であるときの値
であり、ＳＣＩ方式（正反射光含む）で測定した。
【０１８１】
（４）光弾性係数の測定方法
　位相差測定装置ＫＯＢＲＡ－ＷＰＲ（王子計測機器株式会社製）を用いて、サンプル（
サイズ１．５ｃｍ×６ｃｍ）の両端を挟持して応力（０．５Ｎ～８Ｎ）をかけながら、サ
ンプル中央の位相差値（２３℃／波長５５０ｎｍ）を測定し、応力と位相差値の関数の傾
きから算出した。本明細書では、正の複屈折性をもつサンプルを正の値とし、負の複屈折
を持つサンプルを負の値として記載する。なお、位相差フィルムの光弾性係数の測定サン
プルは、位相差フィルム／後述する粘着剤Ａ／後述する保護フィルムＣからなる積層体を
作製し、この積層体の遅相軸と前述の測定用サンプルの長辺が平行になるように測定用サ
ンプルを切り出したものを用いた。位相差フィルムの光弾性係数は、この測定用サンプル
の両短辺を挟持して応力をかけながら測定して得られた値を用いた。サンプルの積層に当
たっては、積層前に積層面にコロナ処理を実施した。
【０１８２】
（５）偏光子の収縮力の測定方法
　偏光子の吸収軸方向が長軸となるように幅２ｍｍ×長さ５０ｍｍの断片に株式会社荻野
精機製作所製のスーパーカッターでカットした。得られた短冊状の偏光フィルムを収縮力
測定サンプルとした。収縮力測定サンプルを熱機械分析装置〔株式会社日立ハイテクサイ
エンス製の“ＴＭＡ／６１００”〕にチャック間距離を１０ｍｍとしてセットし、試験片
を温度２０℃／相対湿度５５％の室内に十分な時間放置した後、サンプルの室内の温度を
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ように設定した。昇温後４時間放置した後、８０℃の環境下で測定サンプルの長辺方向の
収縮力を測定した。この測定において、静荷重は０ｍＮとし、治具にはＳＵＳ製のプロー
ブを使用した。
【０１８３】
［製造例１］偏光フィルムの作製
　厚み２０μｍのポリビニルアルコールフィルム（平均重合度約２４００、ケン化度９９
．９モル％以上）を、乾式延伸により約４倍に一軸延伸し、さらに緊張状態を保ったまま
、４０℃の純水に４０秒間浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の重量比が０．０５
２／５．７／１００の水溶液に、２８℃で３０秒間浸漬して染色処理を行った。その後、
ヨウ化カリウム／ホウ酸／水の重量比が１１．０／６．２／１００の水溶液に７０℃で１
２０秒間浸漬した。引き続き、８℃の純水で１５秒間洗浄した後、３００Ｎの張力で保持
した状態で、６０℃で５０秒間、次いで７５℃で２０秒間乾燥して、ポリビニルアルコー
ルフィルムにヨウ素が吸着配向している厚み８μｍの吸収型偏光子を得た。得られた偏光
子の収縮力は、１．５Ｎ／２ｍｍであった。
【０１８４】
［製造例２］位相差フィルムの作製
　下記構造（Ｍｅ：メチル基を示す）の光配向性材料５部（重量平均分子量：３００００
）とシクロペンタノン（溶媒）９５部とを混合し、得られた混合物を８０℃で１時間攪拌
することにより、配向膜形成用組成物を得た。
【０１８５】

【化６】

【０１８６】
　以下に示す重合性液晶化合物Ａ、及び重合性液晶化合物Ｂを９０：１０の質量比で混合
した混合物に対して、レベリング剤（型番Ｆ－５５６；ＤＩＣ社製）を１．０部、及び重
合開始剤である２－ジメチルアミノ－２－ベンジル－１－（４－モルホリノフェニル）ブ
タン－１－オン（商品名イルガキュア３６９（Ｉｒｇ３６９）、ＢＡＳＦジャパン株式会
社製）を６部添加した。
　さらに、固形分濃度が１３％となるようにＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）を添
加し、８０℃で１時間攪拌することにより、液晶硬化膜形成用組成物を得た。
　重合性液晶化合物Ａは特開２０１０－３１２２３号公報に記載の方法で製造した。また
、重合性液晶化合物Ｂは、特開２００９－１７３８９３号公報に記載の方法に準じて製造
した。以下にそれぞれの分子構造を示す。
【０１８７】
［重合性液晶化合物Ａ］
【０１８８】
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【化７】

［重合性液晶化合物Ｂ］
【０１８９】
【化８】

【０１９０】
［基材、配向膜、液晶化合物が硬化した層からなる積層体の製造］
　基材として５０μｍ厚のシクロオレフィン系フィルム〔日本ゼオン（株）製の商品名「
ＺＦ－１４－５０」〕上にコロナ処理を実施した後、配向膜形成用組成物をバーコーター
で塗布し、８０℃で１分間乾燥し、偏光ＵＶ照射装置〔ウシオ電機（株）の商品名「ＳＰ
ＯＴ　ＣＵＲＥ　ＳＰ－９」〕を用いて、波長３１３ｎｍにおける積算光量：１００ｍＪ
／ｃｍ２で軸角度４５°にて偏光ＵＶ露光を実施した。続いて、配向膜に、配向液晶硬化
膜形成用組成物を、バーコーターを用いて塗布し、１２０℃で１分間乾燥した後、高圧水
銀ランプ〔ウシオ電機（株）　の商品名：「ユニキュアＶＢ－１５２０１ＢＹ－Ａ」〕を
用いて、紫外線を照射（窒素雰囲気下、波長３６５ｎｍにおける積算光量：５００ｍＪ／
ｃｍ２）することにより、液晶化合物が硬化した層を形成し、基材、配向膜及び液晶化合
物が硬化した層からなる積層体を得た。
【０１９１】
　上記方法にて製造した液晶化合物が硬化した層の面内の位相差値Ｒｅ（λ）は、粘着剤
を介してガラスに貼合した後、基材であるシクロオレフィン系フィルムを剥離した後に測
定した。各波長における位相差値Ｒｅ（λ）を測定結果は、Ｒｅ（４５０）＝１２１ｎｍ
、Ｒｅ（５５０）＝１４２ｎｍ、Ｒｅ（６５０）＝１４６ｎｍ、Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（
５５０）＝０．８５、Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）＝１．０３であった。また、得ら
れた位相差フィルムの光弾性係数は、５３．９×１０－１３Ｐａ－１であった。
【０１９２】
［保護フィルムの準備］
　保護フィルムＡ：
　厚み２５μｍのノルボルネン系樹脂からなる延伸フィルムに、厚み３μｍのハードコー
ト層を形成したフィルム〔日本製紙株式会社製の商品名「ＣＯＰ２５ＳＴ－ＨＣ」
　保護フィルムＢ：
　厚み２０μｍの正の複屈折性を持つトリアセチルセルロースフィルム〔富士フイルム株
式会社製の商品名「ＺＲＧ２０ＳＬ」〕。保護フィルムＢの波長５９０ｎｍにおける面内
の位相差値Ｒｅは、１．１ｎｍ、厚み方向の位相差値Ｒｔｈは、１．３ｎｍであった。光
弾性係数は、９４×１０－１３Ｐａ－１であった。
【０１９３】
[接着剤Ａの調製]
　水１００重量部に対し、カルボキシル基変性ポリビニルアルコール〔株式会社クラレか
ら入手した商品名「ＫＬ－３１８」〕を３重量部溶解し、その水溶液に水溶性エポキシ樹
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脂であるポリアミドエポキシ系添加剤〔田岡化学工業株式会社から入手した商品名「スミ
レーズレジン（登録商標）　６５０（３０）」、固形分濃度３０重量％の水溶液〕を１．
５重量部添加して、接着剤Ａを調製した。
【０１９４】
[接着剤Ｂの調製]
　下記に示すカチオン硬化性成分ａ１～ａ３及びカチオン重合開始剤を混合した後、下記
に示すカチオン重合開始剤及び増感剤をさらに混合した後、脱泡して、光硬化型の接着剤
Ｂを調製した。なお、下記の配合量は固形分量に基づく。
・カチオン硬化性成分ａ１（７０部）：
　３'，４'－エポキシシクロヘキシルメチル　３'，４'－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート（商品名：ＣＥＬ２０２１Ｐ、株式会社ダイセル製）
・カチオン硬化性成分ａ２（２０部）：
　ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル（商品名：ＥＸ－２１１、ナガセケムテ
ックス株式会社製）
・カチオン硬化性成分ａ３（１０部）：
　２－エチルヘキシルグリシジルエーテル（商品名：ＥＸ－１２１、ナガセケムテックス
株式会社製）
・カチオン重合開始剤（２．２５部（固形分量））：
　商品名：ＣＰＩ－１００（サンアプロ株式会社製）の５０％プロピレンカーボネート溶
液
・増感剤（２部）：
　１，４－ジエトキシナフタレン
【０１９５】
［粘着剤層Ａの準備］
粘着剤層Ａ：
　厚み５μｍのシート状粘着剤（リンテック株式会社製の「ＮＣＦ　＃Ｌ２」）
【０１９６】
［粘着剤層Ｂの準備］
　以下の例において、重量平均分子量は、ＧＰＣ装置にカラムとして、東ソー（株）製の
“TSKgel XL”を４本と、昭和電工（株）製で昭光通商（株）が販売する“Shodex GPC KF
-802”を１本、計５本を直列につないで配置し、溶出液としてテトラヒドロフランを用い
て、試料濃度５mg／mL、試料導入量１００μL 、温度４０℃、流速１mL／分の条件で、標
準ポリスチレン換算により測定した値である。
【０１９７】
［重合例１］粘着剤組成物の主成分となるアクリル樹脂（Ａ）の製造例
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応容器に、酢酸エチル ８１.８部、
（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）としてアクリル酸ｎ－ブチル９３.４部
、不飽和単量体（Ａ－２）としてアクリル酸２－フェノキシエチル５.０部、不飽和単量
体（Ａ－３）としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル１.０部及びアクリル酸０.６部を仕
込み、窒素ガスで反応容器内の空気を置換して酸素不含としながら、内温を５５℃に上げ
た。その後、重合開始剤であるアゾビスイソブチロニトリル０.１４部を酢酸エチル１０
部に溶かした溶液を全量添加した。重合開始剤（重合開始剤溶液）添加１時間後に、生成
物であるアクリル樹脂の濃度が３５％となるように、添加速度１７.３部／時間で酢酸エ
チルを連続的に反応容器内へ加えながら、内温５４～５６℃で１２時間保温し、最後に酢
酸エチルを加えて、アクリル樹脂の濃度が２０％となるように調節した。得られたアクリ
ル樹脂（Ａ）は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍwが１，６５０，０
００、Ｍw／Ｍnが４.３であった。これをアクリル樹脂Ａとする。アクリル樹脂Ａ中の芳
香環含有単量体であるアクリル酸２－フェノキシエチルに由来する構造単位は５％であり
、また水酸基含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチルに由来する構造単位は１
％、カルボキシル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単位は０.６％である。
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【０１９８】
＜架橋剤＞
　コロネートＬ：　トリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢
酸エチル溶液（固形分濃度７５％）、日本ポリウレタン（株）から入手。
＜シラン系化合物＞
　ＫＢＭ―４０３：　グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（液体）、信越化学工業
（株）から入手。
【０１９９】
　重合例１で得たアクリル樹脂Ａ（２０％酢酸エチル溶液）の固形分１００部に対し、上
述のシラン系化合物（ＫＢＭ―４０３）を０.５部、及び架橋剤（コロネートＬ）を０．
５部を混合し、さらに固形分濃度が１３％となるように酢酸エチルを添加して、粘着剤組
成物を調製した。得られた粘着剤組成物を、離型処理されたポリエチレンテレフタレート
フィルム（商品名「ＰＥＴ ３８１１」、リンテック（株）から入手、セパレーターと呼
ぶ）の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚さが２０μmとなるように塗布
し、９０℃で１分間乾燥させて、シート状の粘着剤Ｂを作製した。得られたシート状の粘
着剤Ｂのゲル分率は８３％であった。
【０２００】
［反射板の準備］
　ＯＬＥＤ装置(Samsung Electronics Co., Ltd. 商品名：Galaxy-Tab S8.4)の非点灯パ
ネルを反射板として準備した。
【０２０１】
［製造例２］片面保護フィルム付き偏光板の作製
　製造例１で得られた偏光フィルムの一方の面に、接着剤Ａを塗布し、保護フィルムＡを
貼り合わせた。このとき保護フィルムＡの延伸方向が偏光子の吸収軸に対して４５度とな
るように貼り合わせた。その後、乾燥させて片面保護フィルム付き偏光板を得た。
【０２０２】
[実施例１]
　製造例２で得られた片面保護フィルム付き偏光板側に、粘着剤Ａを介して、位相差フィ
ルムを貼り合わせた。ここで、位相差フィルムの遅相軸が偏光フィルムの吸収軸に対して
反時計回りに４５°となるように貼り合わせた。さらに位相差フィルムの粘着剤層Ａ側と
は反対の面に粘着剤Ｂを貼りあわせ粘着剤付き円偏光板を得た。なお、これらの材料の貼
りあわせの際には、各材料の貼合面にコロナ処理を実施した。
【０２０３】
　得られた円偏光板を偏光フィルムの吸収軸が長辺を基準として反時計回りに４５°とな
るように１４０ｍｍ×７０ｍｍに裁断した。剥離フィルムを剥離して露出したアクリル系
粘着剤を介して、円偏光板を無アルカリガラス（コーニング社製、イーグルＸＧ）に貼合
した。
【０２０４】
［耐熱試験前後の色相評価］
　得られた評価サンプルを、８０℃のオーブンに１６８ｈｒ投入し、評価サンプルを反射
板の上に配置し、反射色相の測定を行なう。測定点は、図３に示す点を測定点とする。図
３に示される９個の点は、円偏光板の端部から５ｍｍ内側の領域における点であり、短辺
方向は約３０ｍｍ間隔で、長辺方向は約６５ｍｍ間隔で位置する。
【０２０５】
　面内の均一性の評価としては、各測定点のａ＊及びｂ＊を色座標にプロットした場合に
、最も距離が離れている２点間の距離で評価する。すなわち、２点間で下記式の値が最も
大きい値を評価結果とする。
Δａ＊ｂ＊＝〔（Δａ＊）２＋（Δｂ＊）２〕１／２

Δａ＊，Δｂ＊は、任意の２点間のａ＊，ｂ＊の差を表す。
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　視認性評価は、以下のＡ～Ｄの４水準で評価した。評価結果を表１に示す。
Ａ：Δａ＊ｂ＊≦０．８　　　　　　熱ムラが全く視認できない。
Ｂ：０．８＜Δａ＊ｂ＊≦１．０　　熱ムラがごくわずかに視認できる。
Ｃ：１．０＜Δａ＊ｂ＊≦１．８　　熱ムラがわずかに視認できる。
Ｄ：１．８＜Δａ＊ｂ＊　　　　　　熱ムラが明らかに視認できる。
【０２０７】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【０２０８】
　本発明によれば、位相差フィルムを備える円偏光板であって、高温環境下に置く前後で
色相の変化が小さい円偏光板を提供することができるので有用である。特に重合性液晶化
合物が硬化した層を含む位相差フィルムを有する円偏光板を高温環境下におくと、円偏光
板の色相、特に反射色相の面内変化が生じやすいが、本願発明によれば、重合性液晶化合
物が硬化した層を含む位相差フィルムを有する円偏光板でも、高温環境下に置いても色相
変化を十分に抑えることが可能である。
　そのため、本発明の円偏光板は、表示装置、とりわけ有機ＥＬ表示装置、無機ＥＬ表示
装置に有効に用いることができる。
【符号の説明】
【０２０９】
１　　偏光板
２０　位相差フィルム
３　　表示パネル（表示素子）
４　　前面板
５　　点
１０　偏光子（偏光フィルム）
１１　保護フィルム
１３，１４，１６　粘着剤層
１５　接着層
２１，２２　液晶硬化膜（重合性液晶化合物が硬化した層）
１００，１０１　円偏光板
１０４，１０５　表示装置
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